
                             警察常任委員会資料 

                          令和４年９月 16 日 

 

          警察職員の逮捕事案の発生について 

 

１ 当該職員 

  警察本部 巡査部長 男性 50歳   

２ 事案概要 

  当該職員は、令和４年９月 12 日午後 10 時 47 分頃、当該職員方において、 

  借金のことで口論となり、妻(48歳)の顔面を右手拳で数回殴打する暴行を加 

  えたもの。 

 



警察常任委員会資料

令 和 ４ 年 ９ 月 16 日

１　補正予算（緊急対策）案の目的

２　補正予算（緊急対策）案の計上予定額

　　326,000千円

（単位：千円）

　信号機等の交通安全施設に係る電気料金の予算について増額をするため

令和４年度９月補正予算（緊急対策）案の計上予定額

　燃料費調整単価等が高騰していることから、不足が生じる庁舎に係る電気・ガス料金及び

    県有施設等燃料高騰対策として、原油価格等の高騰に伴い、電気料金、ガス料金に係る

区　　　分 金　　　額 参 考 事 項

 電気料金 280,000

 警察庁舎 223,000  本部・警察署庁舎等

 交通安全施設 57,000  信号機等

 ガス料金 46,000  本部・警察署庁舎等

計 326,000



警察常任委員会資料 

令和４年９月 16 日 

 

職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（警察関係部分） 

 

１ 制定の理由 

  地方公務員法等の一部改正に伴い、職員の定年を引き上げるとともに、管理監督

職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制を導入するほか、所要の整備を行

う｡  

 

２ 制定の概要  

⑴ 職員の定年等に関する条例の一部改正 

ア 職員の定年年齢を改める(第３条、附則第７・８項関係)｡ 

イ 管理監督職の範囲を定める（第６条関係）。 

ウ 管理監督職勤務上限年齢を定める（第７条関係）。 

エ 管理監督職勤務上限年齢制による降任に関する遵守事項を定める(第8条関係)｡ 

オ 定年前再任用短時間勤務職員の任用について定める（第12条関係）。 

カ 情報提供・意思確認制度を定める(附則第９･10項関係)｡ 

⑵ 職員の給与等に関する条例の一部改正 

ア 60歳以後の給料月額を定める（附則第７条関係）。 

イ 管理監督職勤務上限年齢調整額を定める(附則第８条から10条まで関係)｡ 

⑶ 職員の退職手当に関する条例の一部改正 

ア 60歳以後の退職手当の基本額の特例を定める(第５条の２・４関係)｡ 

イ 60歳以後の退職手当を定年退職扱いにすることを定める(附則第13条から15条まで関係)｡ 

 

３ 改正案 

  新旧対照表のとおり 

 

４ 施行期日 

  令和５年４月１日 

 



次ページから印刷   

 

 

新旧対照表 



新旧対照表 

現   行 

 

（定年） 

第３条 職員の定年は、年齢60年とする。ただし、次の各号に掲げる職員の定年は、当該各号

に定める年齢とする。 

 

⑴ 医師及び歯科医師のうち、別表第１に掲げる施設等において医療業務に従事する者及び

別表第２に掲げる施設等の長 年齢65年 

⑵ 保安員、用務員、病院事務員、文書事務員、校務員、病院技術員、看護技術員、保育補

助員、印刷作業員、洗濯員、調理員及び給食員 年齢63年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（職員の定年等に関する条例） 

改 正 案 

 

（定年） 

第３条 職員の定年は、年齢65年とする。ただし、医師及び歯科医師である職員のうち、別表

第１に掲げる施設等（兵庫県病院事業の病院及び診療所を除く。）において医療業務に従事す

る者及び別表第２に掲げる施設等の長の定年は、年齢70年とする。 

 

 

 

 

 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 地公法第28条の２第１項に規定する条例で定める職は、次の各号に掲げる職（医師及

び歯科医師のうち、別表第１に掲げる施設等において医療業務に従事する者が占める職及び

別表第２に掲げる施設等の長を除く。）とする。 

⑴ 職員の給与等に関する条例（昭和35年兵庫県条例第42号）第17条の３第１項、公立学校

教育職員等の給与に関する条例（昭和35年兵庫県条例第45号）第20条第１項、企業職員の

給与の種類及び基準に関する条例（昭和41年兵庫県条例第32号）第６条の３及び病院事業

職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成14年兵庫県条例第18号）第11条に規定する

者が占める職 

⑵  防災監 

⑶  行政職給料表の適用を受ける職員であって、次に掲げるものが占める職 

ア その職務の級が７級又は８級である職員のうち、管理職手当を支給されないもの 

イ その職務の級が６級である職員のうち、人事委員会規則で定めるもの 

⑷ 研究職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が４級又は５級であるもののうち、管

理職手当を支給されないものが占める職 

⑸  警察職給料表の適用を受ける職員であって、次に掲げるものが占める職 

ア その職務の級が８級である職員のうち、管理職手当を支給されないもの 

イ その職務の級が７級である職員 

ウ その職務の級が６級である職員のうち、人事委員会規則で定めるもの 

⑹ 前各号に掲げる職に準ずる職として人事委員会規則で定める職 

 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 地公法第28条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢60年とする。 

 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、地公法第28条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下「他の職へ

の降任等」という。）を行うに当たっては、地公法第13条、第15条、第23条の３、第27条第１

項及び第56条に定めるもののほか、人事委員会規則で定める基準を遵守しなければならない。 

２ 前項の規定は、警察法第56条の４第１項の規定による任命について準用する。この場合に

おいて、前項中「任命権者」とあるのは「警察本部長」と、「地公法第28条の２第４項に規定

する他の職への降任等（以下「他の職への降任等」という。）」とあるのは「警察法第56条の

２第１項に規定する特定地方警務官に対し、同法第56条の４第１項の規定による任命」と読

み替えるものとする。 

 

 



新旧対照表 

現   行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

１～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（職員の定年等に関する条例） 

改 正 案 

 

 

 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第12条 任命権者は、年齢60年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職する場合を除く。）をした者（以下

「年齢60年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報

に基づく選考により、短時間勤務の職（地公法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職

をいう。以下同じ。）に採用することができる。ただし、年齢60年以上退職者がその者を採用

しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常

時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合

における定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

 

附 則 

１～６ 略 

 

（定年に関する経過措置） 

７ 令和５年４月１日から令和13年３月31日までの間における職員（兵庫県病院事業の病院又

は診療所において医療業務に従事する医師又は歯科医師を除く。）に対する第３条の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「65年」とあるのはそれぞ

れ同表の中欄に掲げる字句と、同条ただし書中「70年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月31日まで 61年 66年 

令和７年４月１日から令和９年３月31日まで 62年 67年 

令和９年４月１日から令和11年３月31日まで 63年 68年 

令和11年４月１日から令和13年３月31日まで 64年 69年 

 

８ 令和５年４月１日から令和13年３月31日までの間における職員の定年等に関する条例等の

一部を改正する等の条例（令和４年兵庫県条例第 号。以下「令和４年改正条例」という。）

第１条の規定による改正前の第３条第２号に掲げる職員に対する第３条の規定の適用につい

ては、前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「65年」

とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和11年３月31日まで 63年 

令和11年４月１日から令和13年３月31日まで 64年 

 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

９ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて

任用される職員及び非常勤職員並びに令和４年改正条例第１条の規定による改正前の第３条

第１号に掲げる職員に相当する職員として人事委員会規則で定める職員を除く。以下この項

において同じ。）が年齢60年（同条第２号に掲げる職員に相当する職員として人事委員会規則

で定める職員にあっては、同号に定める年齢。以下この項において同じ。）に達する日の属す

る年度の前年度（当該前年度に職員でなかった者で、当該前年度の末日後に採用された職員

にあっては当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期間、人事委員会規

則で定める職員にあっては人事委員会規則で定める期間）において、当該職員に対し、当該



新旧対照表 

現   行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第３条関係） 

１ 病院及び診療所 

２ 保健所 

３ 社会福祉施設 

４ その他医療業務を行う施設等 

別表第２（第３条関係） 

１ 県立健康科学研究所 

２ 県立総合衛生学院 

（職員の定年等に関する条例） 

改 正 案 

 

職員が年齢60年に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必要

な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう

努めるものとする。 

 

10 警察本部長は、当分の間、警察法第56条の２第１項に規定する特定地方警務官（以下「特

定地方警務官」という。）が年齢60年に達する日の属する年度の前年度において、当該特定地

方警務官に対し、当該特定地方警務官が年齢60年に達する日以後に適用される任用及び給与

に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後に

おける勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

 

別表第１（第３条、第６条関係） 

１ 病院及び診療所 

２ 保健所 

３ 社会福祉施設 

４ その他医療業務を行う施設等 

別表第２（第３条、第６条関係） 

１ 県立健康科学研究所 

２ 県立総合衛生学院 



新旧対照表 

現   行 

 

附 則 

第１条～第６条 略 

 

 

（職員の給与等に関する条例） 

改 正 案 

 

附 則 

第１条～第６条 略 

 

（特定日以後の給料月額の特例） 

第７条 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60歳に達した日後における最初の４月１日

（以下「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第10条第

２項の規定により当該職員の属する職務の級並びに第11条並びに第12条第２項及び第３項の

規定により当該職員の受ける号給に応じた額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未

満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを

100円に切り上げるものとする。）とする。 

２ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職

員 

⑵ 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年兵庫県条例第  号）

第１条の規定による改正前の職員の定年等に関する条例第３条第１号に掲げる職員に相当

する職員として人事委員会規則で定める職員 

⑶ 職員の定年等に関する条例第３条ただし書に規定する職員 

⑷ 職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員（同

条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用されていた職員を除く。） 

⑸ 職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する

異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監

督職（同条例第６条に規定する職をいう。）を占める職員 

 

（管理監督職勤務上限年齢調整額） 

第８条 地方公務員法第28条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、

当該他の職への降任等をされた日（以下「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料

表の適用を受ける職員のうち、特定日に前条第１項の規定により当該職員の受ける給料月額

（以下「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に100

分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以

上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとする。以下「基礎給料月

額」という。）に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、当

分の間、特定日以後、同項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と

特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

２ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額が第

10条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額を超える

場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあ

るのは、「第10条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月

額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

現   行 

 

（職員の給与等に関する条例） 

改 正 案 

 

 

 

（特定任命により職員となった者の管理監督職勤務上限年齢調整額） 

第９条 警察法（昭和29年法律第162号）第56条の４第１項の規定による任命により職員となっ

た者のうち、特定日給料月額が、当該任命をされた日の前日に当該職員が受けていた一般職

の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）第６条に規定する公安職俸給表の俸給月

額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとする。以下「基礎

俸給月額」という。）に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）に

は、当分の間、特定日以後、附則第７条第１項の規定により当該職員の受ける給料月額のほ

か、基礎俸給月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用について準用する。この場合において、前条第２

項中「前項」とあるのは「次条第１項」と、「基礎給料月額」とあるのは「基礎俸給月額」と

読み替えるものとする。 

 

（管理監督職勤務上限年齢調整額に準ずる額） 

第10条 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第７条第１項の規定の適

用を受ける職員に限り、附則第８条第１項に規定する職員を除く。）であって、同項の規定に

よる給料を支給される職員との均衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職

員の受ける給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、同条の規定に準じて算

出した額を給料として支給する。 

２ 附則第８条第１項、前条１項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第７

条第１項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される

職員との均衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額の

ほか、人事委員会規則で定めるところにより、前２条又は前項の規定に準じて算出した額を

給料として支給する。 



新旧対照表 

現   行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

 

（職員の退職手当に関する条例） 

改 正 案 

 

（特定理由により給料月額が減額されたことがある場合の退職手当の基本額に係る特例） 

第５条の２ 退職した者（警察法（昭和29年法律第162号）第56条の４第１項の規定による任命

（以下「特定任命」という。）により職員となった後に退職した者を除く。）の基礎在職期間

（第７条の３第２項に規定する基礎在職期間をいう。）中に、地方公務員法第28条の２第４項

に規定する他の職への降任等、職員の給与等に関する条例附則第７条第１項の規定による給

料月額の改定その他人事委員会規則で定める理由（以下「特定理由」という。）によりその者

の給料月額が減額がされたことがある場合において、当該特定理由が生じた日（以下「減額

日」という。）における当該特定理由により減額されなかったものとした場合のその者の給料

月額のうち最も多いもの（以下「特定減額前給料月額」という。）が、退職日給料月額よりも

多いときは、その者に対する退職手当の基本額は、前３条の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる額の合計額とする。 

⑴ その者が特定減額前給料月額に係る減額日のうち最も遅い日の前日に現に退職した理由

と同一の理由により退職したものとし、かつ、その者の同日までの勤続期間及び特定減額

前給料月額を基礎として、前３条の規定により計算した場合の退職手当の基本額に相当す

る額 

⑵ 退職日給料月額に、アに掲げる割合からイに掲げる割合を控除した割合を乗じて得た額 

ア その者に対する退職手当の基本額が前３条の規定により計算した額であるものとした

場合における当該退職手当の基本額の退職日給料月額に対する割合 

イ 前号に掲げる額の特定減額前給料月額に対する割合 

 

（特定任命により職員となった後に退職した者の退職手当の基本額に係る特例） 

第５条の４ 第５条の２（前条第３項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定は、特

定任命により職員となった後に退職した者について準用する。この場合において、第５条の

２の見出し中「給料月額」とあるのは「俸給月額または給料月額」と、同条中「退職した者

（警察法（昭和29年法律第162号）第56条の４第１項の規定による任命（以下「特定任命」と

いう。）により職員となった後に退職した者を除く。）」とあるのは「特定任命（警察法（昭和

29年法律第162号）第56条の４第１項の規定による任命をいう。以下同じ。）により職員とな

った後に退職した者」と、「地方公務員法第28条の２第４項に規定する他の職への降任等」と

あるのは「特定任命」と、「給料月額が減額されたことがある場合」とあるのは「俸給月額又

は給料月額が減額されたことがある場合（特定任命を受けたことにより特定任命前の俸給月

額よりも低い給料月額を支給されることとなった場合を含む。」と、「給料月額のうち」とあ

るのは「俸給月額又は給料月額のうち」と、同条及び前条第３項中「特定減額前給料月額」

とあるのは「特定減額前俸給月額等」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

（60歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合の特例） 

第13条 当分の間、第４条第１項の規定は、11年以上25年未満の期間勤続した者であって、60

歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職した

者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について

準用する。この場合における第３条の規定の適用については、同条第１項中「又は第５条」

とあるのは、「、第５条又は附則第13条」とする。 

 

 

 



新旧対照表 

現   行 

 

（職員の退職手当に関する条例） 

改 正 案 

 

 

 

第14条 当分の間、第５条第１項の規定は、25年以上の期間勤続した者であって、60歳に達し

た日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職した者及び同

項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について準用す

る。この場合における第３条の規定の適用については、同条第１項中「又は第５条」とある

のは、「、第５条又は附則第14条」とする。 

 

第15条 前２条の規定は、次に掲げる職員が退職した場合に支給する退職手当の基本額につい

ては適用しない。 

⑴ 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年兵庫県条例第 号）

第１条の規定による改正前の定年条例第３条第１号に掲げる職員に相当する職員 

⑵ 定年条例第３条ただし書に規定する職員 

⑶ 給与その他の処遇の状況が前２号に掲げる職員に類する職員として任命権者が別に定め

る職員 



 



  

令和４年９月 1 6 日 

警 察 本 部 

説 明 資 料 
職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の制定(案)について 

趣 旨 

 平均寿命の伸長や少子高齢化の進展を踏まえ、知識、技術、経験等が豊富な高齢期の職員を最大限に活用するため、公務員の定年を段階的に引き

上げるとともに、定年の引上げ後も組織の新陳代謝を確保し、その活力を維持することで公務効率の確保を図ることを目的として、60歳で管理監督

職から降任する管理監督職勤務上限年齢制（いわゆる「役職定年制」）を導入。その他、所要の措置を講ずるもの。 

 

定年引上げに係る各種制度の概要 

１ 定年年齢の引上げ
国家公務員の定年が段階的に引き上げられることを踏まえ、地方

公務員の定年についても、段階的に引き上げ、65歳とする。
※ ただし、定年を 65歳とすることが実情に即さないと認められるときは、条
例で別の定めをすることができる。 

 

２ 役職定年制（管理監督職勤務上限年齢制）の導入
組織の新陳代謝を確保し、組織活力を維持するため、管理監督職勤

務上限年齢制（役職定年制）を導入する。

４ 60 歳に達した職員の給与
○ 60歳に達した職員の給料月額は、7割水準とする。 
○ 給料月額に連動する手当についても同様。 
○ 管理監督職の職員が降任等をされた場合、降任と給料月額の７
割措置により給料が二重に引き下げられることとなる。 
このため、特定日以後、7割措置の給料月額に加え、管理監督職
勤務上限年齢調整額（差額）を支給する。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ 特定日以後の給料月額（給料表の級号給の額×70％）

+ 合計で60歳時の7割となる
Ⅱ 管理監督職勤務上限年齢調整額（＝降任前の給料月額×70％-特定日以後の給料月額）

差額（70,000円）

最初の4月1日(特定日)

管理監督職

非管理監督職

降
任

給料月額

【8級●号給】

500,000円

【6級▲号給】

400,000円

△30％ 給料月額

（350,000円）

特定日給料月額
280,000円

(400,000×70％)

△30％

職員の受ける給料月額は
280,000円(Ⅰ)+差額70,000円(Ⅱ)

管理監督職勤務上限年齢調整額 (差額）

500,000円×70％－400,000円×70％

６ 再任用制度
○ 定年前再任用短時間勤務（60歳～定年年齢まで） 

60歳以後に退職した者を、短時間勤務の職で再任用することができる。 
任期は、常勤職員の定年退職日に当たる日まで。 

勤務時間、給与の仕組み等は、現行の再任用制度（短時間）と同様。 

○ 暫定再任用 （定年年齢～65歳まで） 
定年が段階的に引き上げられる経過期間において、定年年齢以降も 65歳ま

で再任用できるよう、現行の再任用制度と同様の仕組みを措置する。 

勤務時間、給与の仕組み等は、現行の再任用制度と同様。 

 

 

３ 任命権者等による情報提供・意思確認 
○ 任命権者は､職員に対して 60歳以後の処遇に関する情報提供を行う。 
○ その上で、60歳以後の勤務について職員の意思を確認する。 
 
 

 
 

 

【地方警務官】 
地方警務官に対する情報提供・意思確認は、任命権者である国家公

安委員会ではなく、県警察本部長が、条例で定めるところにより実施。 

５ 60 歳に達した職員の退職手当
○ 60 歳超の給料が 7 割水準となる職員に対し、退職手当の基本額
の計算方法の特例（ピーク時特例）を適用する。

○ 60 歳に達した日以後に退職する職員の退職手当の支給率は、退
職事由を「定年退職」として算定する。 

主な条例改正事項 

 

【職員の定年等に関する条例】 

○ 職員の定年を65歳、医師、歯科医師の定年を70歳に改める（第３条・附

則第７項・第８項関係）。 

○ 管理監督職を管理職手当支給職、防災監、行政職７級以上、研究職４級

又は５級、警視又は警部の階級にある警察官、警察職員（行政職）の課長

補佐相当と定める（第６条関係）。 

○ 管理監督職勤務上限年齢を60歳と定める（第７条関係）。 

○ 任命権者（警察本部長）が、職員（特定地方警務官）に対して管理監督

職からの降任（特定任命）を行うに当たり遵守すべき事項を定める（第８

条第１項・第２項関係）。 

○ 60歳以後に退職した者を、従前の勤務実績等に基づく選考により短時間

勤務の職に採用できることを定める（第12条関係）。 

○ 任命権者（警察本部長）が、職員（特定地方警務官）が60歳に達する前

年度に、60歳以後の任用等に関する情報を提供し、60歳後の勤務の意思を

確認することを定める（附則第９項・第10項関係）。 

 

【職員の給与等に関する条例】 

○ 60歳以後の給料月額を７割水準とすることを定める（附則第７条関係）。 

○ 管理監督職から降任（特定任命）された職員（特定地方警務官）の管理

監督職勤務上限年齢調整額を定める（附則第８条・第９条・第10条関係）。 

 

【職員の退職手当に関する条例】 

○ 職員（特定任命された職員）の60歳以後の退職手当の基本額の特例を定

める（第５条の２・４関係）。 

○ 職員の60歳以後の退職手当を定年退職扱いにすることを定める（附則第

13条・第14条・第15条関係）。 

 

【その他の関連条例】  

○ 警察職員の特殊勤務手当に関する条例 

⇒ 引用条文を修正 

○ 兵庫県職員定数条例 

 ⇒ 短時間勤務再任用職員の項目を削除 

○ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

 ⇒ 短時間勤務再任用職員を定年前再任用短時間勤務職員に修正 

○ 職員の再任用に関する条例 

 ⇒ 定年条例の附則で暫定再任用制度を規定するため廃止 

規定（案）

【原則】
　⇒管理職手当を支給される職員の職及びこれに準ずる職
　⇒準ずる職（管手不支給であるが管理監督職相当の職）
　・防災監
　・行政職８～６級の職の一部　（学校参事、主任専門員、学校主幹、警察事務の主幹・課長補佐）
　・研究職５級・４級の職
　・警視又は警部の階級にある警察官

【管理監督職勤務上限年齢制の適用除外】
　⇒医師及び歯科医師のうち医療業務を行う施設等において医療業務に従事する者並びに県立健
康科学研究所及び総合衛生学院の長
　(＝現行の65歳特例定年が設定されている職)

【原則】　⇒60歳

【管理監督職勤務上限年齢の例外】
　⇒想定なし　※他府県においても「想定なし」が多数

管理監督職
の範囲

管理監督職
勤務上限年齢

＜役降りのイメージ＞

警視正以上
警視

警部
警部補以下

警部補に降任 階級に変更なし

【特定任命】
地方警務官については、警察法

に基づき、警察本部長が国家公安
委員会の同意を得て、その属する
都道府県警察の警察官に任命する。

定年年齢 対象者 定年年齢 対象者 定年年齢 対象者

現行 60歳 ～Ｓ37年度生 65歳 ～S32年度生 63歳

Ｒ5年度～Ｒ6年度 61歳 Ｓ38年度生 66歳 S33年度生 63歳

Ｒ7年度～Ｒ8年度 62歳 Ｓ39年度生 67歳 S34年度生 63歳

Ｒ9年度～Ｒ10年度 63歳 Ｓ40年度生 68歳 S35年度生 63歳

Ｒ11年度～Ｒ12年度 64歳 Ｓ41年度生 69歳 S36年度生 64歳 Ｓ41年度生

Ｒ13年度～【完成形】 65歳 Ｓ42年度生～ 70歳 S37年度生～ 65歳 Ｓ42年度生～

※１　医師及び歯科医師のうち診療所等で医療業務に従事する者（＝現行の65歳定年が設定されている職）

　　　⇒ ただし病院で勤務する医師等は国及び大学病院との均衡を踏まえ65歳に据え置く。

※２　用務員及び調理員（現行の63歳定年が設定されている職）

原則 医師職（※1） 技能労務職（※2）

～S40年度生

※ 赤字は警察関係部分 

《役降りを伴う職員の給与イメージ》 



警察常任委員会資料

令和４年９月16日

専決処分の承認について

１ 専決処分の内容

兵庫県警察本部警備部機動隊（以下「機動隊」という。）の隊員（以下「亡き隊

員」という。）の自殺に係る損害賠償請求事件について、兵庫県敗訴の判決が言い

渡され、令和４年７月６日、兵庫県はこの判決を不服として、地方自治法第179条

第１項の規定により専決処分を受けて控訴した。

２ 損害賠償請求事件の概要

⑴ 訴訟の原因となった事実

平成27年10月６日、亡き隊員が、機動隊敷地内の寮の自室において自殺を図り、

同月15日、死亡した。

⑵ 本件訴訟の提起

亡き隊員の両親である原告らは、亡き隊員が機動隊内において、先輩隊員等か

らパワーハラスメントやいじめに該当する違法な指導等（以下「パワハラ行為」

という。）を受けた結果、うつ病を発症し、自殺に追い込まれて死亡したとして、

兵庫県に対し､逸失利益等8,050万1,384円の支払を求める損害賠償請求訴訟を提

起した。

⑶ 判決結果

令和４年６月22日、神戸地方裁判所は、「先輩隊員の行為と亡き隊員のうつ病

の発症及び自殺との間に相当因果関係を認めることはできない。」とする一方で、

「先輩隊員は、ミスの多い亡き隊員に目をつけて、殊更、同人に厳しく対応して

いたとみるのが相当であり、そのような態様による叱責が、指導として社会通念

上相当性を有するものとは認め難く、これが亡き隊員に対して精神的苦痛を与え

るものであることは明らかであるから、先輩隊員の行為は、違法なパワハラ行為

に該当すると認められる。」などとして、兵庫県に対し、100万円の支払を命じ

た。

３ 控訴理由

先輩隊員は、亡き隊員が仕事に対する丁寧さに欠け、同じミスを繰り返していた

ことから、ミスを改善させるために必要な指導を行っていたものであり、パワハラ

行為に該当するような違法な指導が行われた事実はないことから、先輩隊員の行為

を違法なパワハラ行為とする原判決の認定は、著しく不当である。

４ 議会の承認

控訴期限までに議会を招集する時間的余裕がなく、知事の専決処分を受けて控訴

を提起したことから、議会に報告し承認を求める。
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警察常任委員会資料
令 和 ４ 年 ９月 1 6 日

警 察 本 部

県の出資等に係る法人の経営状況
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Ⅲ 事業計画について ８

１ 令和４年度事業の概要 ８

(1) 総括的事項 ８

(2) 具体的事項（事業計画等） ８

ア 暴追思想普及啓発事業 ８

イ 暴力排除活動推進支援事業 ８

ウ 暴力相談事業 ９

エ 少年に対する暴力団の影響排除事業 ９

オ 暴力団離脱者支援事業 ９

カ 暴力団事務所使用差止請求関係事業 10

キ 不当要求防止責任者講習事業 10

ク 調査研究及び不当要求情報管理機関援助事業 10

ケ 暴力団被害者救済支援事業 10
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公益財団法人 暴力団追放兵庫県民センター

Ⅰ 総括

法人名
公益財団法人

所在地
神戸市中央区下山手通5丁目4番1号

暴力団追放兵庫県民センター 兵庫県警察本部内

設立年月日 平成４年４月１日 所 管 課 警察本部刑事部組織犯罪対策局暴力団対策課

設立目的

暴力団の存立基盤の根絶を図るため、県民の暴力団追放思想を高揚し、行政、地域及び職域

による暴力団排除活動の推進を支援するとともに、暴力団に関する相談や被害者の救済支援事

業を行い、もって明るく住みよい社会づくりの実現に寄与することを目的とする。

基 本 財 産 １,５００,０００,０００円

うち本県出捐金の額 １,１００,０００,０００円 （比率 ７３％）

主 な 出 捐 団 体 神 戸 市 （２００,０００,０００円）

その他の市町 （２００,０００,０００円）

役 職 員 数 役員数 １７人

常 勤 １人 （うち県派遣 ０人、その他 １人）

役 非常勤 １６人 （うち県派遣 ３人、その他１３人）

・ 職員数 ９人 （うち県派遣 ４人、その他 ５人）

職 職・氏名 常勤・非常勤の別

員 代 表 者 理事長 植村 武雄 非常勤

の その他の役員 専務理事 坂本 武安 常勤

状 理事 菊井 公策 非常勤

況 理事 原 孝 非常勤

理事 友藤 冨士子 非常勤

理事 南 喜樹 非常勤

理事 鈴木 克司 非常勤

理事 姫田 正憲 非常勤

理事 数元 康治 非常勤

理事 野母 亮平 非常勤

理事 松田 隆 非常勤

理事 大木 盛生 非常勤

理事 竹谷 昭宏 非常勤

理事 福井 豊 非常勤

理事 新木 健一 非常勤

監事 一幡 孝明 非常勤

監事 中野 剛志 非常勤

理事長

組 織 概 要 総務課（１名）

専務理事 事務局長 事務局次長 広報相談課（４名）

業務課（２名）
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Ⅱ 決算状況について

１ 令和３年度事業の概要

(1) 総括的事項

公益財団法人暴力団追放兵庫県民センター(以下「暴追センター」という。）は、「暴力団

の活動実態」と「暴力団追放意識」をより一層、県民に浸透させるため、広報啓発活動を

積極的に推進するとともに、

○ 暴力団排除意識の高揚と活発な啓発活動

○ 各種暴力団排除活動の効果的な支援

○ 暴力相談活動の適正な実践

○ 暴力団被害者救済支援活動の着実な推進

を大きな柱として、積極的な事業の推進に努めている。

(2) 事業実績等具体的事項

ア 暴追思想普及啓発事業

(ｱ) 暴力団追放運動功労者表彰表彰式開催事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「第30回暴力団追放兵庫県民大会」

を中止し、暴力団追放運動功労者表彰表彰式を開催した。

(ｲ) 広報刊行事業

暴力団追放思想の普及啓発のため、機関紙、パンフレット、ポスター、ステッカー

等17種類（107,700部）を作成・発行した。

(ｳ) 広報活動実施事業

ホームページをはじめとして、行政機関等の各種広報誌に広告掲載するなど、より

多くの県民に「暴力団の実態」や「暴追センターの事業」を分かりやすく周知させる

広報活動に心掛けた。

また、暴力団追放運動支援自販機の設置については、令和３年度末時点で17台が稼

働中である。

a ホームページによる広報

令和３年度は合計64,206件(日本語62,404件、英語1,802件)のアクセスがあった。

b 各種広報誌等への広告掲載

青少年ひょうご等の各種広報誌による啓発広告を掲載した。

c ビジョン広報

阪神甲子園球場、ほっともっとフィールド神戸、園田競馬場、尼崎センタープー

ル、アマゴッタ、ボートピア等の大型ビジョン及びＪＲ新神戸駅他県内ＪＲ45駅や

神戸市、姫路市及び淡路市役所等の電子看板により、暴追センターが製作した暴力

団追放に係るＣＭを放映した。
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(ｴ) 暴力団対策ビデオの貸出事業

全国暴力追放運動推進センターが企画した暴力団対策ビデオを、各研修や不当要求

防止責任者講習等で上映するなど教材として活用した。

また、その他の各種暴力団対策ビデオの無償貸出により、企業・行政が行う暴力団

排除研修会で上映するなど、有効に活用した。

(ｵ) 暴力団追放標語の募集

暴力団排除意識の高揚を図るため、全国暴力追放運動推進センターと連携して、中

学・高校生の部及び一般の部を対象に「全国統一モデル標語」の募集を実施した。

イ 暴力排除活動推進支援事業

(ｱ) 地域からの暴力団排除推進支援事業

a 暴力団事務所等の撤去に向けた住民運動に対する支援

暴力団排除機運をより一層醸成させるため、暴力団追放運動の進め方の指導や各

種会合への出席、グッズの貸し出し、ポスター、ステッカーの提供など、地域の住

民運動を全面的に支援した。

b 暴力団追放運動推進支援金の支給

暴力団追放運動推進支援金支給規程に基づき、地域の暴力団追放運動をより活発

に、より強力に推進できるよう、地域で積極的に活動している団体に対して、20万

円を限度として暴力団追放運動推進支援金を支給している。

令和３年度は、県下46団体に総額約160万円を支給した。

c 地区暴力団追放キャンペーン等への支援

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、多くの地区では暴力団追放

大会が中止となったが、代替措置として開催された暴追表彰やキャンペーンで

は、グッズ(のぼり、たすき、はっぴ等)の貸し出し、ポスター等を提供するなどの

支援活動を実施した。

d 暴力追放指導員の活動

潜在化している暴力団等による被害などについて住民の声を広く集め、暴力団追

放活動に関する地域住民の意見・要望を暴追センターの各種事業に反映させるため、

各地域の暴力団追放運動のリーダー的立場の者に対して「暴力追放指導員」の委嘱

を行い、地域に根ざした暴力団排除活動の推進を図った。

ｅ 兵庫県暴力団追放組織地域連絡協議会の支援

令和３年７月30日、県内25の暴力団排除組織によって編成されている「兵庫県暴

力団追放組織地域連絡協議会」（平成14年10月23日設立）の代表者会を開催し、組織

間の相互連携を密にするとともに、協議会の活性化、警察との連携強化を図った。
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(ｲ) 行政からの暴力団排除推進支援事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、暴排研修会の開催はなかったもの

の、暴追啓発資料の提供を行うなどして、行政からの暴力団排除推進支援事業を実施し

た。

(ｳ) 職域からの暴力団排除推進支援事業

各企業・団体が開催する暴力団排除研修会において、講師派遣要請を受け、専任講師

を事業所等に派遣したほか、パンフレット、ポスター等の配付を行うなどの支援を実施

した。

また、暴追センター役・職員が、各種団体の定期総会に参加し、職域暴追組織との連

携強化を図った。

ウ 暴力相談事業

令和３年４月１日、加古川相談所を姫路相談所へ統合し、神戸、尼崎及び姫路の３か所

において常設の暴力相談所を置き、警察ＯＢを暴力追放相談委員として常駐させ、県民か

らの各種暴力相談に応じた。

また、常設相談所だけではなく、より多くの県民等から相談に応じるために、暴力追放

相談委員が、毎週火曜日に神戸市役所市民相談室に出向いたり、不当要求防止責任者講習

時に臨時の相談所を設けるなどの巡回相談を実施した。

令和３年度の相談受理件数は244件で、前年度と比較して30件減少した。

エ 少年に対する暴力団の影響排除事業

(ｱ) 少年指導委員に対する啓発

少年に対する暴力団の影響を排除し、暴力団への加入を阻止する等の活動をより効果

的に行うため、県下６ブロックで開催された少年指導委員研修会において暴追啓発資料

を提供するとともに、一部の会場においては暴追センター職員による講習を実施した。

(ｲ) 啓発広告の掲載

中学・高校の卒業時期を控えた２月、兵庫県が発行している「青少年ひょうご」に「青

少年を暴力団から守ろう」のフレーズを盛り込んだ啓発広告を掲載した。

(ｳ) 暴力団等反社会的勢力排除教室

暴追センター職員が県下の中学校、高等学校に案内を送り、暴排教室の開催を募った

ところ、定時制高等学校１校からの開催依頼を受け、生徒140人教師30人に対し同教室

を実施した。

オ 暴力団離脱者支援事業

(ｱ) 兵庫県暴力団離脱者就労対策協議会の開催

例年、暴力団離脱者の社会復帰対策の一環として、「兵庫県暴力団離脱者就労対策協

議会」の総会を開催していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、書

面決議とした。
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(ｲ) 暴力団離脱者受入賛助事業所の拡充

暴力団離脱者の社会復帰の出発点となる暴力団離脱者受入賛助事業所（以下「受入賛

助事業所」という。）の拡充を図るため、県警、社会復帰アドバイザー及び刑務所出所

者の就労支援を実施しているNPO法人「兵庫県就労支援事業者機構」と連携し、受入賛

助事業所の拡充に努めた。令和３年度末で、52事業所が登録している。

また、新たに広報用チラシを作成し、不当要求防止責任者講習等において配布すると

ともに、暴追センターホームページにも掲載して周知を図った。

(ｳ) 広域連携協定

平成28年４月１日、暴力団離脱者の就労支援事業の活性化を目的として福岡県警他18

都府県により「暴力団から離脱した者の社会復帰対策の連携に関する協定」(通称：広

域連携協定)が発足されたものであるが、当暴追センターも平成28年12月１日に加入し、

令和３年度末現在、36都道府県の暴追センターが加入している。

カ 暴力団事務所使用差止請求関係事業

当暴追センターは、平成25年７月25日付で国家公安委員会から「適格センター」として

認定された。

令和３年11月、尼崎市内に所在する神戸山口組系傘下組織事務所に対し使用差止仮処分

命令の申立てを行い、翌12月に決定を得た。当該事務所は、令和４年３月に民間業者に売

却され更地となった。

他に、令和４年３月、神戸市内に所在する六代目山口組系傘下組織事務所に対し、使用

差止仮処分命令の申立てを行い、同年５月及び６月に決定を得た。

また令和３年度中に、平成29年10月に使用差止仮処分命令の決定を得ていた、淡路市所

在の神戸山口組傘下組織事務所（元神戸山口組の主たる事務所）について淡路市が購入し

たほか、平成30年９月に同仮処分命令の決定を得ていた尼崎市所在の絆會主たる事務所と

令和元年12月に同仮処分命令の決定を得ていた同市内に所在する絆會系傘下組織事務所に

ついては民間業者が購入し、いずれも更地となった。

キ 不当要求防止責任者講習事業

兵庫県公安委員会の委託を受け、不当要求防止責任者講習を37回(受講者2,110人)実施

した。

ク 調査研究及び不当要求情報管理機関援助事業

(ｱ) 暴力団に関する情報の収集管理と活用等、事業目的達成のための調査活動を推進した。

(ｲ) 効果的な広報活動等に反映させるため、県警暴力団対策課と連携を密にして暴力団情

勢の把握に努めた。

ケ 暴力団被害者救済支援事業

暴力団等から危害を受けるおそれが高い保護対象者に対し継続して「暴力団危害保護ホ

ームセキュリティサービス支援事業」を実施した。
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Ⅲ 事業計画について

１ 令和４年度事業の概要

(1) 総括的事項

暴追センターの設立目的である「暴力団のいない安全で平穏な兵庫県」の実現をめざし、

暴力団追放活動の中核としての役割を果たしていく。

(2) 具体的事項（事業計画等）

ア 暴追思想普及啓発事業

(ｱ) 広報刊行事業

広報紙、ポスター、暴排条例・暴対法についてのパンフレット等を作成し、暴力団排

除機運の醸成や条例に関する県民意識の高揚を図るとともに、広く県民に暴力団追放思

想の普及啓発を図る。

(ｲ) 広報活動実施事業

広告媒体を活用し、暴追センターの事業内容等の広報に努める。

(ｳ) 暴力団追放兵庫県民大会開催事業

第31回暴力団追放兵庫県民大会を開催し、県民の暴力団追放意識の高揚を図る。

(ｴ) 暴力団対策ビデオ購入貸出事業

暴力団対策のための研修ビデオを購入し、各地暴力団追放大会や研修会等で上映する

とともに、企業等に貸出を行い、暴力団追放思想の普及を図る。

(ｵ) 暴力団追放ポスター等募集事業

ポスター、標語の募集を広く行い、県民の暴力団追放意識の高揚を図る。

(ｶ) 暴力追放運動支援自販機設置事業

暴追広告を掲示した自動販売機を設置し、売上金の一部を活動支援金とする。

イ 暴力排除活動推進支援事業

(ｱ) 地域からの暴力団排除推進支援事業

暴力団事務所等の撤去に向けた住民運動や、運動に必要な活動資金の補助等、地域に

おける暴力団排除活動の推進を支援する。

(ｲ) 行政からの暴力団排除推進支援事業

県、市町の許認可事務、給付事務、公共工事等から暴力団を排除するため、行政対象

の研修会を開催するとともに、各自治体における条例の効果的な運用に向け、情報交換、

資料提供を行うなどの支援を実施する。

(ｳ) 職域からの暴力団排除推進支援事業

職域における会議、研修会等への職員の派遣や資料提供を行い、職域における暴力団

排除活動の推進を支援する。
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ウ 暴力相談事業

(ｱ) 暴力相談実施事業

県下３か所（神戸、尼崎及び姫路）の暴力相談所において、暴力追放相談委員が県民

からの暴力相談に応じる。

(ｲ) 弁護士相談実施事業

必要に応じて、暴追センターが暴力追放相談委員として委嘱した弁護士が暴力相談に

応じる。

(ｳ) 巡回暴力相談実施事業

不当要求防止責任者講習の会場等において、臨時の暴力相談所を開設し、参加者等か

らの暴力相談に応じる。

エ 少年に対する暴力団の影響排除事業

(ｱ) 少年対策活動事業

少年向け啓発パンフレットの作成配付及び中高生を対象とした暴力団等反社会的勢力

排除教室を実施し、少年を暴力団から守るための活動を実施する。

(ｲ) 少年指導委員研修会開催事業

県警少年課と連携して、少年指導委員に対する研修を６ブロック（神戸、阪神、東播、

西播、但馬、淡路）ごとに実施する。

オ 暴力団離脱者支援事業

(ｱ) 就業関係機関連絡会開催事業

兵庫県暴力団離脱者就労対策協議会総会を開催する。

(ｲ) 暴力団離脱者雇用給付金支給事業

暴力団離脱者の社会復帰対策の強化及び受入賛助事業所の拡充及び受入体制を整備す

る目的で、受入賛助事業所が、離脱者を雇用した際、一人あたり最長１年間で104万円

を上限に支給される制度を活用し、暴力団離脱者の社会復帰に向けた支援を実施する。

(ｳ) 暴力団離脱者受入企業整備促進事業

暴力団離脱者を雇用した事業所又は雇用主に対して、民事又は刑事上の損害を与えた

場合、その態様に応じた補償金を支給するもので、補償期間は就労から３年間で一人当

たり累計200万円まで補償する。

(ｴ) 就業等更生支援活動事業

暴力団離脱者が就労した企業を訪問し、離脱者を激励するとともに、必要に応じ協力

企業に対し、慰労・激励金品を支給する等、暴力団離脱者の就業等更生を図る支援活動

を行う。また、離脱就労した者で希望する者に義肢（義指）製作業者を紹介し、必要に

応じて、その費用を補助する。

(ｵ) 暴力団離脱者一時援助事業

暴力団離脱者の社会復帰を援助するため、暴力団離脱者からの申請により暴力団離脱
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者一時援助費を支給する。

カ 暴力団事務所使用差止請求関係事業

暴力団事務所の付近住民等より、事務所使用差止請求の委託を受けたときは、暴追セン

ターの名をもって裁判上又は裁判外の事務を処理する。

キ 不当要求防止責任者講習事業

公安委員会からの委託を受け、企業等が選任した不当要求防止責任者に対する講習を実

施する。

これまでの対面型の講習に加え、オンライン型の講習を実施する。

ク 調査研究及び不当要求情報管理機関援助事業

適正かつ効果的な事業運営を行うため、他県暴追センターや関係機関の活動内容に対

する調査や暴力団排除に関する文献等の購入、各種研修会等への参加等を実施する。

ケ 暴力団被害者救済支援事業

(ｱ) 訴訟費用貸付事業

訴訟に必要な資金の一部を貸し付けることにより、民事訴訟を支援する。

(ｲ) 暴力団被害者見舞金支給事業

暴力団の対立抗争事件等により、身体又は財産に相当程度の被害を受けた者に見舞金

を支給する。

(ｳ) 暴力団危害保護ホームセキュリティサービス支援事業

暴力団等から危害を受けるおそれが高い保護対象者に民間警備会社のホームセキュリ

ティサービスを活用した支援を実施する。

(ｴ) 「ふるさとひょうご寄附金」制度の活用

ふるさとひょうご寄附金（ふるさと納税）を活用して、兵庫県内の暴力団事務所撤去

に要する訴訟費用を支援する。



- 1 -

（財務諸表等）

警察常任委員会資料
令 和 ４ 年 ９月 1 6 日

県の出資等に係る法人の経営状況

警 察 本 部
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　　　　受取負担金 674,500 681,800 △ 7,300

347,321

24,905

1,830,619        退職給付引当金 1,483,298

0

        賞与引当金 2,352,811

        前払金 311,960 219,260

　　　　暴力団排除訴訟支援費用準備資金 10,000,000 7,666,000 2,334,000

　　　　暴力団追放推進資産 0

　　　　神戸市暴力団事務所使用差止請求資金 674,500 681,800 △ 7,300

20,000

0

　　　　受贈什器備品 1 1 0

2,168,074

        預り金 120,455 95,550

△ 7,300

　　　　　　　　　（うち特定資産への充当額） (78,692,460) (76,810,542) (1,881,918)

　　　　　　　　　（うち特定資産への充当額） (674,501) (681,801) (△7,300)

貸　　借　　対　　照　　表
令和4年3月31日現在

（単位：円）
科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

        普通預金 9,383,410 12,462,378 △ 3,078,968

        未収金 7,614,603 3,474,603 4,140,000

92,700

        　　　　　流動資産合計 17,309,973 16,156,241 1,153,732

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

        定期預金 290,000 290,000 0

        投資有価証券 1,499,710,000 1,499,710,000 0

        　　　　　基本財産合計 1,500,000,000 1,500,000,000 0

    (2) 特定資産

        退職給付引当資産 1,830,619 1,483,298 347,321

        減価償却引当資産 3,883,722 3,782,617 101,105

△ 553,187

        　　　　　特定資産合計 81,197,580 78,975,641 2,221,939

　　　　什器備品 1

        暴力団追放事業基金引当資産 64,808,738 65,361,925

37,262 37,475

        建物附属設備 743,384 843,496

　　　　出資金

    (3) その他固定資産

       　　　　　 固定資産合計 1,582,627,777 1,580,820,356 1,807,421

1,844,715 △ 414,518        　　　　　その他固定資産合計 1,430,197

Ⅱ　負債の部
        　　　　　資産合計 1,599,937,750 1,596,976,597 2,961,153

        未払金 2,843,437 3,176,981 △ 333,544

　　　　前受金 60,000 40,000

  ２．固定負債

        　　　　　流動負債合計 5,376,703 5,460,605 △ 83,902

        　　　　　負債合計 7,207,322 6,943,903 263,419

       　　　　　 固定負債合計 1,830,619 1,483,298 347,321

  １．指定正味財産

  ２．一般正味財産 92,055,927 89,350,893 2,705,034

(1,500,000,000) 0
        　　　　　指定正味財産合計 1,500,674,501

        　　　　　負債及び正味財産合計 1,599,937,750 1,596,976,597 2,961,153
       　　　　　 正味財産合計

        ソフトウェア 146,287 204,801

1,592,730,428 1,590,032,694 2,697,734

Ⅲ　正味財産の部

　　　　　　　　　（うち基本財産への充当額） (1,500,000,000)
1,500,681,801

　　　　受取寄付金 1,500,000,000 1,500,000,000

　　　　構築物 0 190,530 △ 190,530

△ 65,149        什器備品 145,809

        車両運搬具 1 0

△ 100,112

210,958

347,454

△ 213

0

1 0

△ 58,514

0

1

0

347,454        電話加入権

　　　　投資有価証券

10,000 10,000

184,737

  １．流動負債
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200,000 1,800,000

          　受取賛助金 20,875,000 20,420,000 455,000

          　受取寄付金 3,088,674 3,052,487 36,187

0

7,105,391

17,820

7,674,630

△ 42,011

13,441

2,640,513

691,800

　　　　　　諸謝金

751,250

1,339,195　　　　　　支払補助金 1,301,318

680,000

188,827

    事業費計 51,715,118 44,609,727

　　　　　　雑費 53,560 35,740

　　　　　　委託費 8,409,110 734,480

806,000 △ 126,000

　　　　　　租税公課 △ 59,450

2,433,629 △ 477,233

　　　　　　保険料 120,390 106,320 14,070

1,956,396　　　　　　賃借料

　　　　　　燃料費 79,795 66,554 13,241

　　　　　　光熱水料費 1,075,375 1,238,432 △ 163,057

　　　　　　修繕費 30,990 80,408 △ 49,418

　　　　　　印刷製本費 2,233,274 2,263,114 △ 29,840

121,000 521,400 △ 400,400

　　　　　　消耗品費 3,017,411 2,415,109 602,302

　　　　　　通信運搬費 1,451,830 1,358,741 93,089

　　　　　　減価償却費 128,822 170,833

　　　　　　消耗什器備品費

　　　　　　福利厚生費 6,405,902 6,427,563 △ 21,661

　　　　　　旅費交通費 1,323,631 1,310,190

　　　　　　賞与引当金繰入 1,984,346 1,796,147 188,199

1,063,008　　　　　　給料手当 7,405,990 6,342,982

　　　　　　役員報酬 5,200,000 5,200,000 0

6,457,566 9,060,690 △ 2,603,124　　　　　　報酬

　　　①　事業費

    (2) 経常費用

          　雑収益 1,358 1,359 △ 1

    経常収益計 64,931,677 56,648,702 8,282,975

      ⑥　雑収益 1,570 1,570 0

          　受取利息 212 211 1

          　受取寄付金振替額 500,000 500,000 0

      ⑤　受取寄付金等 24,463,674 23,972,487 491,187

      ④　受取負担金 2,100,000 0 2,100,000

          　受取負担金振替額 2,100,000

          　受取負担金 0 0 0

          　受取公安委員会受託収益 12,564,000 12,796,000 △ 232,000

　　　　　　受取地方公共団体補助金 4,140,000 0 4,140,000

　　　　　　受取民間補助金 2,000,000

546,524 △ 16,212

      ②　特定資産運用益 530,312

      ③　受取補助金等 18,704,000 12,996,000 5,708,000

令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

科        目

正 味 財 産 増 減 計 算 書

当年度

Ⅰ　一般正味財産増減の部

前年度

          　受取民間補助金振替額

0

　　　　　　基本財産受取利息 19,132,121 19,132,121 0

546,524 △ 16,212

          　特定資産受取利息 530,312

    (1) 経常収益

　　　①　基本財産運用益 19,132,121 19,132,121

　　　　　　（単位：円）

  １．経常増減の部

増  減

　　　　　　報償費 0 0 0

　　　　　　退職給付費用 188,827

0 0 0

0 2,100,000

　　　　　　支払寄付金 58,590 0 58,590
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　　　　　　消耗什器備品費 0 25,740 △ 25,740

　　　　　　旅費交通費 83,587 81,674 1,913

        ④　一般正味財産への振替額

338,300

69,490103,230

        ①　受取補助金等

          　　受取民間補助金 0

      　固定資産受贈益

33,740      　固定資産除却損

　　　　　　　当期一般正味財産増減額 2,705,034 1,461,210 1,243,824

        　　経常外費用計

28,710 46,200 △ 17,490

0

186,727

          　　指定正味財産期首残高

1,590,032,694 2,697,734

1,500,516,202 165,599

1,500,681,801

          　　当期指定正味財産増減額 △ 7,300

1,500,681,801

          　　指定正味財産期末残高 1,500,674,501 △ 7,300

Ⅲ　正味財産期末残高 1,592,730,428

165,599 △ 172,899

          　　　受取民間補助金 0 0 0

89,350,893 2,705,034

Ⅱ　指定正味財産増減の部

87,889,683 1,461,210

        ②　受取負担金

0 0

          　　受取寄付金

　　　　　　　一般正味財産期末残高 92,055,927

69,490 33,740

　　　　　　　当期経常外増減額 △ 103,230 △ 30,089 △ 73,141

39,401 △ 39,401

    (2) 経常外費用

  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益

      　当期経常増減額 2,808,264 1,491,299 1,316,965

△ 56,900△ 496,500

      　評価損益等調整前当期経常増減額 3,361,664 1,987,799 1,373,865

　　　　特定資産評価損益等 △ 553,187 △ 496,346 △ 56,841

　　経常費用計 61,570,013 54,660,903 6,909,110

　　　　　　雑費 256,461 250,425

    管理費計 9,854,895 10,051,176 △ 196,281

　　　　　　租税公課 2,400 3,000 △ 600

　　　　　　支払負担金 338,300 0

6,036

　　　　　　委託費

17,520 △ 3,480

　　　　　　諸謝金 264,000 396,000 △ 132,000

　　　　　　保険料 14,040

　　　　　　光熱水料費 230,484 224,671 5,813

　　　　　　賃借料 217,491 188,734 28,757

0 △ 3,2743,274

　　　　　　燃料費 19,949 16,639 3,310

　　　　　　消耗品費 251,092 510,897 △ 259,805

△ 30,735

　　　　　　印刷製本費 38,456 54,516 △ 16,060

　　　　　　修繕費

1,283,966 39,540

　　　　　　給料手当 4,618,903

0 0 0

　　　　　　福利厚生費 1,323,506

　　　　　　退職給付費用 158,494 189,229

　　　　　　（単位：円）

　　　　　　減価償却費 123,663 123,663 0

24,269

1,300,000

　　　　　　賞与引当金繰入 368,465

　　　　　　役員報酬 1,300,000

4,432,176

　　　②　管理費

371,927 △ 3,462

　　　　　　報償費

      　評価損益等計 △ 553,400

1,887,700

          　　　什器備品 0 △ 39,401 39,401

　　　　投資有価証券評価損益等

500,000

        ③　受取寄付金

　　　　　　通信運搬費 216,894 192,625

205,000

          　　　受取寄付金 △ 500,000 △ 500,000 0

          　　一般正味財産への振替額 △ 2,600,000 △ 539,401 △ 2,060,599

          　　　受取負担金 △ 2,100,000

      　　什器備品受贈益振替額 0

        　　経常外収益計 0

          　　受取負担金 2,092,700

103,230

　　　　　　　一般正味財産期首残高 89,350,893

△ 213 △ 154 △ 59

0 △ 2,100,000

500,000 0

39,401 △ 39,401
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4,140,000

2,100,000

20,875,000

　　　　受取寄付金等

法人会計

4,140,000 0　　　　　 　 受取地方公共団体補助金 0 0 3,100,000 1,040,000 0

科　　目

公　　益　　目　　的　　事　　業　　会　　計

暴排・講習･調査
相談･被害者
事務所差止

合　　計

少年・離脱

（単位：円）

公　1 公　2 公　3 公　4
共　　通 小　　計

暴追思想

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１.　経常増減の部

　（１） 経常収益

　　 　 基本財産運用益 0 0 0 0 9,566,065 9,566,065 9,566,056 19,132,121

366,524

　　　　　 基本財産受取利息 0 0 0 0 9,566,065 9,566,065 9,566,056 19,132,121

　　　　特定資産運用益 0 0 0 0 366,524 163,788 530,312

　　　　　 特定資産受取利息 0 0 0 0 366,524 366,524 163,788 530,312

　　　　受取負担金 0 0 2,100,000 0 0 2,100,000 0 2,100,000

0 2,100,000

24,463,674

1,358 1,358

　　　　　 受取負担金振替額 0 0 2,100,000 0

0 23,963,674

0

24,463,674 0

　　　　　 受取賛助金 0 0 0 0 20,875,000

500,000 0 0

1,570

0 20,875,000

500,000

0 0 0

　　　　　 受取寄付金振替額 500,000 0 0 0 0

19 19 1,551

　　　　　 雑収益 0 0 0 0 0 0

　　　　経常収益計 500,000 12,564,000 7,200,000 1,040,000 33,896,282 55,200,282 9,731,395 64,931,677

　（２） 経常費用

　　　　事業費 6,765,144 20,683,714 22,046,142 2,220,118 0 51,715,118 51,715,118

6,457,566

　　　　　 役員報酬 520,000 2,080,000 2,340,000 260,000 0 5,200,000 5,200,000

　　　　　 報酬 0 0 6,457,566 0 0

1,984,346

6,457,566

　　　　　 給料手当 1,258,542 4,440,765 1,306,886 399,797 0 7,405,990

0

7,405,990

　　　　 　賞与引当金繰入 0 1,553,860 430,486 0 0 1,984,346

　　　　　 報償費 0 0 0 0 0 0

　　　　 　退職給付費用 18,883 75,531 84,972 9,441 0 188,827 188,827

　　　　　 福利厚生費 80,267 4,913,581 1,371,920 40,134 0 6,405,902 6,405,902

1,451,830

　　　　　 旅費交通費 207,001 237,660 860,023 18,947 0 1,323,631 1,323,631

　　　　　 通信運搬費 498,754 603,713 276,406 72,957 0

　　　　　 減価償却費 0 28,710 100,112 0 0

　　　　　 消耗品費 1,436,811 1,341,752 186,470 52,378 0 3,017,411 3,017,411

　　　　　 修繕費 0 0 30,990 0 0 30,990 30,990

　　　　　 印刷製本費 1,617,221 296,868 106,894 212,291 0 2,233,274 2,233,274

　　　　　 燃料費 3,990 59,846 11,969 3,990 0 79,795 79,795

　　　　　 光熱水料費 138,291 553,163 337,824 46,097 0 1,075,375 1,075,375

　　　　　 賃借料 184,298 1,174,288 552,272 45,538 0 1,956,396 1,956,396

　　　　　 保険料 936 33,324 85,662 468 0 120,390 120,390

　　　　　 諸謝金 50,000 630,000 0 0 0 680,000 680,000

　　　　　 租税公課 0 646,800 45,000 0 0 691,800 691,800

　　　　　 支払補助金 0 1,600,513 0 1,040,000 0 2,640,513

　　　　　 委託費 748,280 188,100 7,457,730 15,000 0

3,080 0 53,560 53,560

2,640,513

8,409,110 8,409,110

　　　　　 雑費 1,870 45,650 2,960

　　　　　 受取利息 0 0 0 0

　　　　雑収益 0

19

　　　　受取補助金等 0 12,564,000 5,100,000 1,040,000 0

0

18,704,000 0 18,704,000

　　　　　 　 受取公安委員会受託収益 0 12,564,000 0 0 0

19

128,822

1,451,830

128,822

　　　　　 消耗什器備品費 0 121,000 0 0

0 12,564,000

121,000

500,000

12,564,000

193 212

121,000

0

　　　　　　　受取民間補助金 0 0 2,000,000 0 0 2,000,000 0 2,000,000

　　　　　　　受取民間補助金振替額 0 0 0 0 0 0 0

正味財産増減計算書内訳表
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

0 3,088,674　　　　　 受取寄付金 0 0 0 0 3,088,674

58,590

　　　　　 受取負担金 0 0 0 0 0

3,088,674

58,590

0 0 0

　　　　　 支払寄付金 0 58,590 0 0 0

- 6 -



　　　　指定正味財産期首残高

　　　　指定正味財産期末残高

103,230

0 0

　　　  固定資産除却損 0 103,230 0 0 0 103,230

　　　　　 消耗什器備品費

0

　　　  固定資産受贈益

0 0　　　　受取民間補助金 0 0 0 0 0

0

科　　目

公　　益　　目　　的　　事　　業　　会　　計

法人会計 合　　計

少年・離脱

公　1 公　2 公　3 公　4
共　　通 小　　計

暴追思想 暴排・講習･調査
相談･被害者
事務所差止

　　　　管理費 9,854,895 9,854,895

　　　　　 役員報酬 1,300,000 1,300,000

　　　　　 給料手当 4,618,903 4,618,903

　　　　 　賞与引当金繰入 368,465 368,465

　　　　　 報償費 0 0

　　　　 　退職給付費用 158,494 158,494

　　　　　 福利厚生費 1,323,506 1,323,506

　（１） 経常外収益

　　　　　 旅費交通費 83,587 83,587

　　　　　 通信運搬費 216,894 216,894

　　　　　 減価償却費 123,663 123,663

　　　　　 消耗品費 251,092 251,092

　　　　　 印刷製本費 38,456 38,456

　　　　　 燃料費 19,949 19,949

　　　　　 光熱水料費 230,484 230,484

　　　　　 賃借料 217,491 217,491

　　　　　 保険料 14,040 14,040

　　　　　 諸謝金 264,000 264,000

　　　　　 租税公課 2,400 2,400

　　　　   支払負担金 338,300 338,300

　　　　　 雑費 256,461 256,461

　　　　経常費用計 6,765,144 20,683,714 22,046,142 2,220,118 0 51,715,118 9,854,895 61,570,013

　　　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 6,265,144 △ 8,119,714 △ 14,846,142 △ 1,180,118 33,896,282 3,485,164 △ 123,500 3,361,664

　　　　特定資産評価損益等 0 0 0 0 △ 553,187 △ 553,187 0 △ 553,187

　　　　　　投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 △ 213 △ 213 0 △ 213

　　　　評価損益等計 0 0 0 0 △ 553,400 △ 553,400 0 △ 553,400

　　　  当期経常増減額 △ 6,265,144 △ 8,119,714 △ 14,846,142 △ 1,180,118 33,342,882 2,931,764 △ 123,500 2,808,264

２.　経常外増減の部

　　　   　什器備品受贈益振替額 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0

　（２） 経常外費用

　　　　経常外費用計 0 103,230 0 0 0 103,230 0 103,230

　　　　当期経常外増減額 0 △ 103,230 0 0 0

33,342,882 2,828,534 △ 123,500 2,705,034

△ 103,230 0 △ 103,230

　　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 6,265,144 △ 8,222,944 △ 14,846,142 △ 1,180,118

89,350,893

　　　　一般正味財産期末残高

　　　　一般正味財産期首残高

92,055,927

Ⅱ.　指定正味財産増減の部

　　　　受取寄付金 500,000 0 0 0 0 500,000 0

　　　　　　一般正味財産への振替額 △ 500,000 0 △ 2,100,000 0 0

0 0 △ 7,300 0 0

500,000

△ 2,600,000 0 △ 2,600,000

0

0 △ 7,300△ 7,300

Ⅲ.　正味財産期末残高

　　　　　　当期指定正味財産増減額

1,592,730,428

1,500,681,801

1,500,674,501

　　　　受取寄付金 △ 500,000 0 0 0 0 △ 500,000

　　　　什器備品 0 0 0 0 0

0

（単位：円）

0

0 △ 500,000

0 0

　　　　　 修繕費 0

　　　　   委託費 28,710 28,710

0

0

　　　　受取民間補助金 0 0 0 0 0 0

2,092,700 0 2,092,700　　　　受取負担金 0 0 2,092,700 0

△ 2,100,000 0 △ 2,100,000　　　　受取負担金 0 0 △ 2,100,000 0 0
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　       直接法・定額法によっている。
（３） 引当金の計上基準

　      退職給付引当金・・・職員の退職金の支給に充てるため、自己都合退職による

　      賞与引当金　　・・・職員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上している。
（４） 消費税の会計処理

　 消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

　　（単位：円）

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

 定期預金 290,000 0 0 290,000

 投資有価証券 1,499,710,000 0 0 1,499,710,000

小  計 1,500,000,000 0 0 1,500,000,000

特定資産 　 　

 退職給付引当資産 1,483,298 347,321 0 1,830,619

 減価償却引当資産 3,782,617 252,485 151,380 3,883,722

 暴力団追放事業基金引当資産 65,361,925 0 553,187 64,808,738

 暴力団排除訴訟支援費用準備資金 7,666,000 10,000,000 7,666,000 10,000,000

 神戸市暴力団事務所使用差止請求資金 681,800 2,092,700 2,100,000 674,500

 暴力団追放推進資産 0 500,000 500,000 0

 什器備品 1 0 0 1

小  計 78,975,641 13,192,506 10,970,567 81,197,580

合  計 1,578,975,641 13,192,506 10,970,567 1,581,197,580

　　（単位：円）

科     目 当期末残高
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）
（うち負債に対応する額）

基本財産

 定期預金 290,000 (290,000)           （　0） -

 投資有価証券 1,499,710,000 (1,499,710,000)           （　0） -

小  計 1,500,000,000 (1,500,000,000)           （　0） -

特定資産

 退職給付引当資産 1,830,619 - - (1,830,619)

 減価償却引当資産 3,883,722            （　0） (3,883,722) -

 暴力団追放事業基金引当資産 64,808,738            （　0） (64,808,738) -

 暴力団排除訴訟支援費用準備資金 10,000,000            （　0） (10,000,000) -

 神戸市暴力団事務所使用差止請求資金 674,500 (674,500)           （　 0） -

 什器備品 1 (1)           （　 0） -

小  計 81,197,580 (674,501) (78,692,460) (1,830,619)

合  計 1,581,197,580 (1,500,674,501) (78,692,460) (1,830,619)

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
　　（単位：円）

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物附属設備 1,494,223 750,839 743,384

車両運搬具 2,505,880 2,505,879 1

什器備品 626,529 480,719 145,810

ソフトウェア 292,572 146,285 146,287

合  計 4,919,204 3,883,722 1,035,482

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

財務諸表に対する注記

１ 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法
　   　  満期保有目的の債券の評価方法については、原価法により、満期保有目的の債券以外の

   期末要支給額を基準とした金額を計上している。

　　　　 有価証券の評価方法については、時価法によっている。
（２） 固定資産の減価償却の方法
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５　満期保有目的の債券の内訳及び帳簿価額、時価及び評価損益

 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
　　（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 　

兵庫県第2回20年公募公債 299,850,000 336,306,900 36,456,900

平成22年第9回神戸市公募公債 100,000,000 116,220,000 16,220,000

27回東京都公募公債 99,940,000 114,430,000 14,490,000

27回東京都公募公債 99,940,000 114,800,000 14,860,000

兵庫県第17回20年公募公債 99,980,000 112,110,000 12,130,000

千葉県第19回20年公募公債 200,000,000 218,540,000 18,540,000 　

兵庫県第35回20年公募公債 200,000,000 199,940,000 -60,000

兵庫県第35回20年公募公債 100,000,000 99,970,400 -29,600

兵庫県第38回20年公募公債 200,000,000 190,560,000 -9,440,000

兵庫県第38回20年公募公債 100,000,000 95,420,000 -4,580,000

計 1,499,710,000 1,598,297,300 98,587,300 　

６ 受取補助金等及び受取寄付金及び固定資産受贈益の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
受取補助金等及び受取寄付金及び固定資産受贈益の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　（単位：円）

名　称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

受取補助金等
　　受取地方公共団体補助金 兵庫県警察本部 0 4,140,000 4,140,000 0 一般正味財産

　 受取民間補助金 全国防犯協会連合会 0 500,000 500,000 0 一般正味財産

尼崎市暴力団追放推進協議会 0 1,500,000 1,500,000 0 一般正味財産

受取負担金

　受取負担金 神戸市 681,800 2,092,700 2,100,000 674,500 指定正味財産

受取寄付金

　受取寄付金 兵庫県信用保証協会 0 500,000 500,000 0 指定正味財産

兵遊協福祉基金 0 2,800,000 2,800,000 0 一般正味財産

自販機設置協力者16社 0 288,674 288,674 0 一般正味財産

固定資産受贈益
　什器備品受贈益 全国防犯協会連合会 1 0 0 1 指定正味財産

合  計 681,801 11,821,374 11,828,674 674,501

7 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

　　（単位：円）

金　　額

経常収益への振替額

2,600,000

2,600,000

内　　　容

　　目的達成による指定解除額

合 　　 計
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１ 基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記と同じ

２ 引当金の明細

　　（単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金 2,168,074 2,352,811 2,168,074 0 2,352,811

退職給付引当金 1,483,298 347,321 0 0 1,830,619

 

 

　

 

附　属　明　細　書

科　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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　　（単位：円）

（流動資産）

普通預金 普通預金 運転資金として

兵庫県警察信用組合・三井住友銀行

ゆうちょ銀行

未収金 野村證券㈱他 基本財産利息収入の未収分及び補助金

前払金 事業で使用する会場費等の前払金

　流動資産合計

（固定資産）

基本財産
定期預金 定期預金　兵庫県警察信用組合

投資有価証券 野村證券㈱他 目的で保有し、運用益を公益目的

兵庫県債・神戸市債 事業及び法人運営の財源として使用

東京都債・千葉県債 している。

特定資産

退職給付引当資産 普通預金　兵庫県警察信用組合 職員等の退職金支払に備えた積立資産

減価償却引当資産 普通預金　兵庫県警察信用組合 巡回相談車他の更新費用に備えた積立資産

暴力団追放事業基金 投資有価証券

引当資産 宮城県債・ソフトバンクグループ社債

建物附属設備 尼崎暴力相談所 電気設備他　 公益目的保有財産であり、相談事業のため使用

車両運搬具 トヨタ　エスティマ

什器備品 電話機一式

電話加入権 ＮＴＴ西日本

PCA公益法人会計DX 経理事務のため使用

出資金 兵庫県警察信用組合

宮城県債 運用益を法人運営の財源として使用

　固定資産合計

　　　資産合計

（流動負債）

未払金 エイプラット他に対する未払額

前受金

預り金 職員等からの預り金

賞与引当金 職員に対するもの

　流動負債合計

（固定負債）

退職給付引当金 役職員に対するもの 職員等の退職金支払に備えたもの

　固定負債合計

　　　負債合計

　　　正味財産

1,830,619

1,830,619

7,207,322

1,592,730,428

職員8名の令和4年6月賞与支払に備えたもの 2,352,811

5,376,703

(有)紙川防水興業 令和4年度賛助会費前受金 60,000

職員の令和4年3月分所得税、住民税 120,455

1,599,937,750

暴追思想普及啓発事業に係るレンタルサーバ提供委託費
他未払分 2,843,437

投資有価証券 37,262

1,582,627,777

公益目的保有財産であり、相談事業その他の事業のため80％、
法人運営のため20％使用 347,454

ソフトウェア 146,287

資金管理のための口座開設のため出資 10,000

その他固定資産 743,384

公益目的保有財産であり、相談事業その他の事業のため80％、
法人運営のため20％使用 1

公益目的保有財産であり、相談事業その他の事業のため80％、
法人運営のため20％使用 145,809

神戸市暴力団事務所 普通預金　兵庫県警察信用組合 神戸市内における暴力団事務所使用差止請求関係業務規程に
定める業務の費用として神戸市からの負担金積立預金

674,500

使用差止請求資金

什器備品 NECノートパソコンPC－VK23LXZGR
寄付により受け入れた什器備品であり

暴力団情報の検索のため使用 1

定期預金　兵庫県警察信用組合

暴力団排除訴訟支援 普通預金　兵庫県警察信用組合 暴力団排除に資する訴訟費用支援に備えた積立資産で
特定費用準備資金として管理

10,000,000

費用準備資金

1,830,619

3,883,722

うち45,174,998円は公益目的保有財産であり、
運用益を公益目的事業の財源に使用している。
残りは公益目的事業の各事業の財源として使用し、
運用益を法人運営の財源として使用している。

64,808,738

公益目的保有財産であり、満期保有 290,000

1,499,710,000

17,309,973

7,614,603

神戸文化ホール他 311,960

9,383,410

財　　産　　目　　録

令和4年3月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金　額
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          　暴力団離脱者損害賠償補助金 1,000 0 1,000

△ 102

0

0845

1,9509,410

845

　　　　　　支払負担金

190

　　　　　　諸謝金

    事業費計 65,328 61,083

　　　　　　雑費 △ 1867 85

　　　　　　租税公課

0 0 0

　　　　　　支払補助金 7,460

4,245

54

150 △ 1

2,599

816 846 △ 30

1,450 △ 2901,160

　　　　　　委託費 8,855 8,801

2,319 280

　　　　　　保険料 149

△ 50

　　　　　　印刷製本費 3,775 2,860 915

　　　　　　賃借料

　　　　　　燃料費 146 146 0

　　　　　　消耗什器備品費 375 0 375

　　　　　　消耗品費 2,916 2,770 146

　　　　　　通信運搬費 1,883 1,627 256

　　　　　　減価償却費 441 133 308

240

　　　　　　旅費交通費 2,020 2,122

　　　　　　修繕費 25 75

　　　　　　光熱水料費

　　　　　　報酬 6,803 6,723 80

　　　　　　賞与引当金繰入 2,032 1,961 71

8,630 61　　　　　　給料手当 8,691

　　　①　事業費

　　　　　　役員報酬 5,200 5,200 0

    経常収益計 71,061 69,386 1,675

    (2) 経常費用

          　受取利息 0 0 0

          　雑収益 2 2 0

          　受取寄付金振替額 500 500 0

      ⑥　雑収益 2 2 0

          　受取負担金振替額 0

          　受取賛助金 20,875 20,420 455

0 0

          　受取公安委員会受託収益 12,773 12,564 209

23,951 466

      ④　受取負担金 0 0 0

537 0

      ②　特定資産運用益 537

      ③　受取補助金等 26,973 25,764 1,209

令和４年4月1日から令和５年3月31日まで

科        目

令和４年度収支予算書

予算額

Ⅰ　一般正味財産増減の部

前年度予算額

0

0

　　　　　　基本財産受取利息 19,132 19,132 0

537 0

          　特定資産受取利息 537

    (1) 経常収益

　　　①　基本財産運用益 19,132 19,132

　（単位：千円）

  １．経常増減の部

増  減

　　　　　　臨時雇用賃金 0 0 0

0

          　受取負担金

0

          　事務所撤去活動推進補助金 8,000 8,000 0

          　受取民間補助金振替額 0

　　　　　　会議費

0

6,679

          　離脱者雇用給付金補助金 5,200 5,200

190

      ⑤　受取寄付金等 24,417

0

　　　　　　福利厚生費

0

　　　　　　報償費 10 10 0

6,919

1

          　受取寄附金 3,042 3,031 11

1 0

　　　　　　退職給付費用

－12－



△ 3

△ 4

0

　　　　　　保険料 15

        ①　受取補助金等

△ 2,293 △ 2,330

　　　一般正味財産期首残高 1,602

 　　　　 　固定資産除却損

      　固定資産受贈益

　　　　 当期一般正味財産増減額 △ 4,623

0 0 0
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第１ 暴力団情勢等 

１ 暴力団勢力 

兵庫県下の暴力団構成員及び準構成員等 (以下｢暴力団構成員等｣という｡) 

の総数は、令和３年末現在約 690 人で前年と比べて約 80 人減少した。 

うち、暴力団構成員は約 330 人で約 100 人減少、準構成員等については約 

360 人で約 20 人増加したが、全体では暴力団勢力の減少傾向が続いている。 

 

 ２ 県下の暴力団情勢 

山口組の分裂後７年が経過したが、六代目山口組と神戸山口組による対立 

抗争が終結する兆しは見えず、絆會も両団体との対立状態が継続している。 

令和２年１月、兵庫県公安委員会は、暴力団員による不当な行為の防止等 

に関する法律（以下「暴力団対策法」という。）に基づき、六代目山口組と  

神戸山口組を特定抗争指定暴力団に指定したが、同指定後も警戒区域内で 

拳銃使用の殺人未遂事件等が発生したほか、本年６月には神戸山口組組長居 

宅及び絆會会長居宅に対する拳銃等使用の建造物損壊事件が連続発生して 

おり、依然として予断を許さない状況にある。  

 

【暴力団構成員等の推移】 

［県下］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

［全国］ 

 

 

 

 

 

 

 

※ 暴力団構成員等の数は概数であり、各項目を合算した値と合計の値は必ずしも一致しない。  

(人)

平24末 平25末 平26末 平27末 平28末 平29末 平30末 令元末 令２末 令３末 前年対比

2,040 1,800 1,650 1,600 1,290 1,120 990 870 770 690 -80

構  成  員 990 930 840 640 620 570 520 470 430 330 -100

準構成員等 1,050 870 810 960 670 550 470 400 340 360 +20

総　　　数

区分　＼　年別

990 930 840 640 620 570 520 470 430 330

1,050 
870 810 960 

670 550 470 400 340 360

2,040 
1,800 

1,650 1,600 
1,290 

1,120 
990 870 770 690

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H24末 H25末 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 R元末 R2末 R3末

準構成員等
構 成 員
総 数

(人)

平24末 平25末 平26末 平27末 平28末 平29末 平30末 令元末 令２末 令３末 前年対比

63,200 58,600 53,500 46,900 39,100 34,500 30,500 28,200 25,900 24,100 -1,800

構  成  員 28,800 25,600 22,300 20,100 18,100 16,800 15,600 14,400 13,300 12,300 -1,000

準構成員等 34,400 33,000 31,200 26,800 20,900 17,700 14,900 13,800 12,700 11,900 -800

総　　　数

区分　＼　年別

28,800 25,600 22,300 20,100 18,100 16,800 15,600 14,400 13,300 12,300 

34,400 33,000 
31,200 

26,800 
20,900 17,700 14,900 13,800 12,700 11,900 

63,200 
58,600 

53,500 
46,900 

39,100 
34,500 30,500 28,200 25,900 24,100 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H24末 H25末 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 R元末 R2末 R3末

準構成員等
構 成 員
総 数
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【団体別の暴力団勢力（令和３年末）】 

［県下］令和３年末における県下の暴力団構成員等 約 690 人 

うち六代目山口組 約 310 人(県下暴力団構成員等の約 44.9％) 

うち神戸山口組  約 240 人(    同     約 34.8％) 

うち絆會     約  50 人(    同     約 7.2％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［全国］令和３年末における全国の暴力団構成員等 約 24,100 人 

うち六代目山口組 約 8,500 人(全国暴力団構成員等の約 35.3％) 

うち神戸山口組  約 1,000 人(    同     約 4.1％) 

うち絆會     約   230 人(    同     約 1.0％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令２末 令３末 前年対比

構 成 員 430 330 -100
準 構 成 員等 340 360 +20

計 770 690 -80

構 成 員 100 170 +70
準 構 成 員等 50 140 +90

計 150 310 +160

構 成 員 270 120 -150
準 構 成 員等 200 120 -80

計 470 240 -230

構 成 員 50 20 -30
準 構 成 員等 40 30 -10

計 90 50 -40

構 成 員 10 20 +10
準 構 成 員等 50 70 +20

計 60 90 +30

全暴力団

六 代 目
山 口 組

神 戸
山 口 組

(人)

区 分 ＼ 年 別

絆 會

そ の 他

令２末 令３末 前年対比

構 成 員 13,300 12,300 -1,000

準 構 成 員等 12,700 11,900 -800

計 25,900 24,100 -1,800

構 成 員 3,800 4,000 +200
準 構 成 員等 4,400 4,500 +100

計 8,200 8,500 +300

構 成 員 1,200 510 -690
準 構 成 員等 1,300 540 -760

計 2,500 1,000 -1,500

構 成 員 230 90 -140
準 構 成 員等 260 140 -120

計 490 230 -260

(人)

区 分 ＼ 年 別

絆 會

全暴力団

六 代 目
山 口 組

神 戸
山 口 組
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第２ 暴力団対策 

六代目山口組、神戸山口組及び絆會の本拠を抱える本県にとって、暴力団  

対策は最重要課題の一つであり、県警察では、これら三団体を弱体化し、壊  

滅に追い込むため、 

○ 情報の収集、分析 

○ 実態解明 

○ 暴力団に対する戦略的な取締り 

○ 暴力団排除活動 

○ 暴力団対策法の的確かつ効果的な運用 

〇 準暴力団対策 

○ 保護対策 

等の総合的な暴力団対策を強力に推進している。  

 

 １ 暴力団犯罪の取締り  

  ⑴ 団体別の検挙人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑵ 罪種別検挙人員 

令和３年中は 472 人を検挙している。検挙人員に占める罪種別割合で  

は、依然として傷害、暴行及び恐喝といった粗暴犯が一定水準を占め、暴 

力団の特質である暴力性･攻撃性に変化はない。  

 

  【暴力団構成員等の罪種別検挙人員(県下)】 

 

 

 

 

 

 

  

区分　＼　年別 平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

傷 害 ・ 暴行 177 152 115 116 78 46 28 -18
窃 盗 57 42 47 50 37 26 13 -13
恐 喝 23 29 39 18 18 11 6 -5
詐 欺 118 109 78 89 91 42 43 +1
賭 博 11 3 6 0 9 2 2 ±0
覚 醒 剤 事犯 128 121 108 129 104 52 29 -23
そ の 他 259 196 192 196 135 63 57 -6

合 計 773 654 586 598 472 242 178 -64
　　※  覚醒剤事犯には、覚醒剤に係る麻薬特例法違反の検挙人員を含む。

（人）

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

773 654 586 598 472 242 178 -64

727 612 561 555 432 216 170 -46

六 代 目山 口組 143 125 128 149 185 89 100 +11

神 戸 山 口 組 584 401 348 329 214 116 54 -62

絆 會 86 85 77 33 11 16 +5

※　絆會の新規認定は平成30年３月22日である。

-1,146

（人）

区 分 ＼ 年 別

県
 
下

暴 力 団 構 成 員 等

山 　口　 組　 等

17,737
全

国 暴 力 団 構 成 員 等 16,881 14,281 13,189 5,584 4,43811,735
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  【主な検挙事例】 

  ○ 西宮市久保町における拳銃発砲による建造物損壊事件 

    （令和３年３月発生、令和４年１月検挙、暴対課･西宮署･尼崎東署･ 

尼崎北署･川西署） 

  ○ 神戸市長田区五番町における車両突入による建造物損壊事件 

    （令和４年６月発生・検挙、暴対課・長田署） 

 

  【六代目山口組と神戸山口組の対立抗争に起因するとみられる事件検挙事例】 

○ 神戸市北区における拳銃発砲による建造物損壊事件 

    （令和４年６月発生・検挙、暴対課・神戸北署） 

 

  ⑶ 資金獲得犯罪 

暴力団構成員等の総検挙人員のうち、伝統的資金獲得犯罪（覚醒剤取締  

法違反、恐喝、賭博及びノミ行為等をいう。）の検挙人員が占める割合は、 

25％前後で推移しており、これらが依然として有力な資金源になっている  

とみられるほか、暴力団の威力を必ずしも必要としない特殊詐欺や各種公  

的給付制度を悪用した詐欺等、時代の変化に応じて様々な資金獲得犯罪を  

行っていることがうかがえる。 

 

  【暴力団と特殊詐欺】 

令和３年中の特殊詐欺の総検挙人員に占める暴力団構成員等の割合は、

県下で約 6.3％、全国で約 13.6％を占めるなど、近年、暴力団が資金を獲

得する手段の１つとして、特殊詐欺を行っている実態がうかがえることか

ら、県警察では、今秋、刑事部組織犯罪対策局に特殊詐欺特別捜査隊を新設

し、取締りを強化している。 

［県下］              ［全国］ 
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 ２ 暴力団対策法の運用 

  ⑴ 暴力団の指定 

令和４年６月末現在、全国で 25 団体が指定暴力団として指定されてい  

る。 

兵庫県公安委員会は、令和４年６月、六代目山口組の第 11 回指定を行 

ったほか、同年４月に神戸山口組の第３回指定を、また、令和３年３月に 

絆會の第２回指定をそれぞれ行っている。 

各団体は、組織実態を隠蔽する動きを進め、不透明化、潜在化の傾向を  

強くしていることから、県警察では、実態解明のため、あらゆる警察活動  

を通じて関係情報の収集に努めている。  

 

  ⑵ 特定抗争指定暴力団の指定 

六代目山口組と神戸山口組の対立抗争  

の激化を受け、令和２年１月７日、兵庫  

県公安委員会は、暴力団対策法に基づき、 

両団体を特定抗争指定暴力団に指定し、  

令和４年７月７日、10 回目の指定期限の 

延長を行い、警戒区域は、神戸市、尼崎 

市、姫路市及び南あわじ市の４市を設定 

している。 

 

 

【県下の警戒区域】 

 

  ⑶ 行政命令の発出状況 

暴力団対策法の規定により、指定暴力団員等が、その所属する暴力団の  

威力を示して暴力的要求行為等を行うことが禁止されている。  

公安委員会等は、同行為を行った指定暴力団員等に対し、中止命令や再  

発防止命令を発出しており、同法が施行された平成４年以降、令和４年６ 

月末までの発出件数は県下で 3,000 件を超えている。 

なお、令和３年中に発出した 38 件の中止命令のうち、資金獲得活動で  

ある暴力的要求行為に対するものは 18 件であり、全体の約 47.4％を占め 

ている。  
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【行政命令の発出状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 暴力団排除活動の推進 

暴力団排除活動は、社会全体で実施していくことが重要であることから、 

県警察では、県民、関係機関及び事業者等との連携を一層強化し、暴力団排  

除に向けた各種取組を推進している。 

 

  ⑴ 暴力団排除条例の活用 

不動産所有者や建設工事請負人等に対し、当該物件が暴力団事務所等と  

して使用されることを知った上で譲渡、貸付け又は工事請負契約すること  

を禁止しており、平成 23 年４月の条例施行以降、同違反行為等による 15 

件の勧告と、同勧告に従わなかった１件の公表を行っている。  

 

  ⑵ 暴力団事務所撤去等の推進 

公益財団法人暴力団追放兵庫県民センター(以下「暴追センター」とい 

う｡)が住民の委託を受けて行う適格都道府県センター訴訟等の支援によ  

る暴力団事務所撤去活動のほか、暴追センター、民暴弁護士、地域住民等  

と連携し、暴力団事務所やこれに準ずる拠点の撤去を目的とした決起集会  

や暴追パレードに参加し、地域住民の暴力団排除意識の高揚を図るなど、 

各種対策を推進している。 

  

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

51 36 34 49 38 16 10 -6

暴 力 的 要 求 行 為 39 27 23 22 18 9 7 -2

現 場 助 勢 行 為 6 6 9 20 10 5 0 -5 　

加 入 強 要 等 6 3 2 4 8 2 3 +1

準 暴 力 的 要 求 行 為 0 0 0 1 2 0 0 ±0

指 詰 め 強 要 等 0 0 0 2 0 0 0 ±0

少 年 入 れ 墨 強 要 等 0 0 0 0 0 0 0 ±0

事務所における禁止行為 0 0 0 0 0 0 0 ±0

0 2 0 1 2 1 3 +2

0 0 1 0 0 0 1 +1

0 0 0 0 0 0 4 +4

0 1 0 0 0 0 0 ±0

1,369 1,267 1,112 1,134 866

35 43 32 52 37

1 0 3 1 0

11 16 3 7 11

1 6 4 3 1

（件）

区 分 ＼ 年 別

県
　
　
下

中 止 命 令

再 発 防 止 命 令

請 求 妨 害 防 止 命 令

用 心 棒 行 為 等 防 止 命 令

賞 揚 等 禁 止 命 令

全
　
国

中 止 命 令

再 発 防 止 命 令

請 求 妨 害 防 止 命 令

用 心 棒 行 為 等 防 止 命 令

賞 揚 等 禁 止 命 令
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  【暴力団事務所等の撤去状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和３年度暴力団追放運動功労者表彰式】  【山健組事務所の撤去に向けた暴追決起集会】 

 

 

  【事務所使用差止仮処分命令事例】 

  ○ 令和３年 12 月 20 日、神戸山口組三代目古川組事務所の使用差止仮処  

分命令が決定 

  〇 令和４年５月 16 日及び同年６月 20 日、六代目山口組五代目山健組事 

   務所及び関連施設の使用差止仮処分命令が決定  

 

  【適格都道府県センター訴訟を活用した暴力団事務所の撤去事例】  

   適格都道府県センター訴訟の申立てを行った暴力団事務所のうち、５箇所  

が売却・解体等により完全撤去に至っている。  

 

 

 

 

 

 

 

  ⑶ 公共部門からの暴力団排除の推進 

公共工事を始め、公営住宅、生活保護等公共部門からの排除を実効ある  

ものとするため、各市町における暴力団排除条例の効果的な活用や暴力団  

情報の提供など各自治体との連携を強化している。  

  

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

1 8 1 7 6 1 5 +4県 下 撤 去 総 数

（件）

区 分 ＼ 年 別

撤去日 暴力団事務所 所在地 撤去概要

H31.01.29 神戸山口組四代目山健組傘下組織 神戸市中央区 民間売却（解体）

R03.08.27 任侠山口組（現：絆會）二代目古川組 尼崎市 民間売却（解体）

R03.12.03 任侠山口組（現：絆會）（四代目真鍋組） 尼崎市 民間売却（解体）

R04.01.18 神戸山口組（俠友会） 淡路市 淡路市が購入

R04.03.25 神戸山口組三代目古川組 尼崎市 民間売却（解体）
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  ⑷ 各種事業・取引からの暴力団排除の推進  

金融・証券、建設を始めとする各界において、契約書や取引約款への暴  

力団排除条項の導入など暴力団排除のための仕組みが作られており、必要  

な情報提供を行うなど各種業界団体との連携を強化している。 

 

  ⑸ 企業・行政対象暴力対策の推進 

暴追センタ－と連携して、企業・行政関係者に対する不当要求防止責任  

者講習を開催するなどの対策を推進している。  

 

  ⑹ 暴力団関係相談に対する取組状況 

暴力団等に関する相談に対して適切な対応を進めているほか、暴追セン 

ター、民暴弁護士等と連携した各種支援活動を実施することで､暴力団被  

害の回復に努めている。 

 

【暴力団関係相談の受理状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑺ 暴力団離脱者の社会復帰対策の推進 

暴力団を弱体化し、壊滅を図っていくためには、暴力団組織を支える人  

的基盤に対して打撃を与えることが重要であることから、構成員を一人で 

も多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促す取り組みを強化しており、 

令和４年４月から、損害補償金支給制度を拡充するなどし、暴力団離脱者 

の受入賛助事業所の拡大に取り組んでいる。 

 

  

（人・所）

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

就 労 者 数 1 2 0 0 1 1 2 +1

賛助事業所数 32 39 40 44 47 44 75 +31

就 労 者 数 37 38 29 23 16

賛助事業所数 1,602 1,322 1,406 1,441 1,499

区 分 ＼ 年 別

県 下

全 国

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

2,036 1,986 1,393 912 857 457 438 -19

警 察 本 部 127 143 163 156 126 56 90 +34

警 察 署 1,274 1,323 830 482 467 263 210 -53

暴 追 セ ン タ ー 635 520 400 274 264 138 138 ±0

47,978 48,116 48,234 48,936 46,058

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区 分 ＼ 年 別

県 下 受 理 件 数

全 国

（件）
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 ４ 保護対策の徹底 

暴力団犯罪被害者や暴力団排除活動関係者等の安全を確保することは、暴  

力団対策を推進する上で極めて重要であることから、これらの保護対象者に  

対する暴力団員らによる加害行為を未然に防止するため、各種警戒活動を実  

施するなど、保護対策の徹底を図っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【身辺警戒員の訓練状況】  

 

 ５ 準暴力団対策の推進 

近年、暴行、傷害等の暴力的不法行為以外に、特殊詐欺やみかじめ料徴収 

等の不法な資金獲得活動を行っている例も見られる。  

また、暴力団との関係を深化させ、犯罪行為の態様を悪質化・巧妙化して  

いる実態がうかがえることから、更に対策を強化する必要がある。  

県警察では、「実態解明の徹底」、「違法行為の取締りの強化」、「情報  

共有の推進」に重点を置いた対策の一層の強化を図り、準暴力団の弱体化・ 

壊滅に向けた取組みを推進している。 
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第３ 薬物・銃器対策 

覚醒剤事犯の検挙人員が依然として高水準で推移しているほか、 30 歳未 

満の若年層を中心に大麻乱用の拡大が進むなど、県下の薬物情勢は予断を 

許さない状況にある。 

また、銃器事犯は、暴力団の対立抗争に起因する発砲事件が発生するなど、 

平穏な市民生活に対する重大な脅威となっていることから、県警察では 

○ 密輸・密売組織の取締りと実態解明の強化  

○ 広報啓発活動の推進 

を柱とした薬物・銃器対策を推進している。  

 

 １ 薬物事犯の取締り状況 

  ⑴ 検挙人員 

覚醒剤事犯の検挙人員が高止まりの傾向にあるなか、大麻事犯の検挙人  

員が 30 歳未満の若年層を中心に増加していることにより、薬物事犯の検  

挙人員全体を押し上げている。 

 

  【薬物事犯の検挙状況】 

 

 

 

 

 

 

   

  【主な検挙事例】 

  ○ ベルギー来の国際スピード 

郵便を使用した麻薬（MDMA） 

密輸入事件 

    （令和４年７月捜査終結、 

     薬物銃器対策課・西宮署 

・神戸税関等） 

                       【押収したＭＤＭＡ】 

 

  ⑵ 押収量 

令和３年中、覚醒剤の押収量は減少したが、乾燥大麻の押収量が増加し  

た。また、密輸入事件の検挙によりＭＤＭＡの押収が大きく増加した。  

 

前年同期比

-18
-33
+14
+1

令３ 令４.６末区 分 ＼ 年 別 平29 平30 令元 令２

556

175 142
312 145 159

26 11 12

覚 醒 剤 事 犯 10,113 9,868 8,584

麻 薬 等 事 犯 421 416 459 574
大 麻 事 犯 3,008 3,578 4,321 5,034 5,482

269 265 299

8,471 7,824
13,862

595 665 657

14,079

県
　
下

27 10 14

全
　
国

検 挙 人 員 13,542 13,862 13,364
麻 薬 等 事 犯
大 麻 事 犯 189

699

14

（人）

714 331 313

覚 醒 剤 事 犯 379 386 378 386 376
検 挙 人 員

令３.６末
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  【薬物の押収状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑶ 特徴的傾向 

   ア 暴力団の関与 

令和３年中における薬物事犯検挙人員に占める暴力団構成員等の割  

合は約 19.2％で、薬物事犯に暴力団が深く関与している状況に変わり  

はない。 

 

  【薬物事犯のうち暴力団構成員等の占める割合（県下）】  

 

 

 

 

 

  【覚醒剤事犯のうち暴力団構成員等の占める割合（県下）】  

  

 

 

 

 

  【大麻事犯のうち暴力団構成員等の占める割合（県下）】 
 

 

 

 

  

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

189 269 265 299 312 145 159 +14

うち暴力団構成員等 45 41 32 30 32 15 15 ±0

( 比 率 ) (23.8%) (15.2%) (12.1%) (10.0%) (10.3%) (10.3%) (9.4%)

そ の 他 144 228 233 269 280 130 144 +14

区 分 ＼ 年 別

大 麻 事 犯

（人）

(g)

(g)

(本)

(g)

(g)

(g)

(錠)

(kg)

(kg)

(本)

(kg)

(kg)

(kg)

(錠)

令４.６末 前年同期比

607 -7,975

大 麻 樹 脂 145.0 2.3 0.6 274.3 0.0 0.0 0.0 ±0

8,582

70.4 40.4 -30.0

乾 燥 大 麻 6,370.8 16,628.4 4,782.9 1,293.6 1,541.2 2,744.1 +1,202.9

9 -181

327.2
県
　
下

大 麻 樹 脂 20.7 2.9 12.8 3.4 2.1

Ｍ Ｄ Ｍ Ａ 2 1 2 12 9,027

乾 燥 大 麻 176.3 280.4 350.2

覚 醒 剤 511.8 147.7 4,233.6 6,151.6 405.4

136

区 分 ＼ 年 別 平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末

265.1 329.7

2,793.0

Ｍ Ｄ Ｍ Ａ 3,109 12,274 73,874

全
　
国

覚 醒 剤 1,118.1 1,138.6 2,293.1

145.7 +128.0

37.9 17.8

36.7 +4.1

大 麻 草

大 麻 草

227 234 1,835 218 190

17,324 4,456 8,074

437.2 688.8

7,301

67.5

大 麻 濃 縮 物 ― ― ― ― 119.9 32.6

465.9 309.0 17,240.3 124.4 17.7

90,218 54,192

大 麻 濃 縮 物 ― ― ― ― 22.2

23.0 33.2

9,893

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

595 665 657 699 714 331 313 -18

うち暴力団構成員等 178 163 144 160 137 68 44 -24

( 比 率 ) (29.9%) (24.5%) (21.9%) (22.9%) (19.2%) (20.5%) (14.1%)

そ の 他 417 502 513 539 577 263 269 +6

（人）

区 分 ＼ 年 別

全 薬 物 事 犯

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

379 386 378 386 376 175 142 -33

うち暴力団構成員等 128 121 108 129 104 52 29 -23

( 比 率 ) (33.8%) (31.3%) (28.6%) (33.4%) (27.7%) (29.7%) (20.4%)

そ の 他 251 265 270 257 272 123 113 -10

区 分 ＼ 年 別

覚 醒 剤 事 犯

（人）



- 15 - 
 

   イ 大麻事犯の増加 

30 歳未満の若年層を中心に大麻の乱用拡大が進み、令和３年中の大  

麻事犯検挙人員は過去最多を記録した。  

これら情勢を受け、令和４年７月に兵庫県警察大麻事犯総合対策推進 

本部を設置し、県警察を挙げて大麻事犯の取締り及び乱用防止に向けた 

広報啓発活動を強化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【兵庫県警察大麻事犯総合対策推進本部発足式】 

 

 

  【大麻事犯のうち 30 歳未満の占める割合（県下）】 

 

 

 

 

 

 ２ 銃器事犯の取締り状況 

  ⑴ 拳銃の押収丁数 

全国的な拳銃の押収丁数は、暴力団からの押収を含めてほぼ横ばいで推 

移しており、県下では年間 20 丁前後を押収している。 

 

 

 

 

 

 

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

189 269 265 299 312 145 159 +14

う ち 30 歳 未 満 118 192 179 227 226 103 118 +15

( 比 率 ) (62.4%) (71.4%) (67.5%) (75.9%) (72.4%) (71.0%) (74.2%)

そ の 他 71 77 86 72 86 42 41 -1

区 分 ＼ 年 別

大 麻 事 犯

（人）

（丁）

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

18 21 42 29 11 5 9 +4

う ち 暴 力 団 等 4 8 4 1 1 0 1 +1

360 315 401 355 295

う ち 暴 力 団 等 79 73 77 54 31

区 分 ＼ 年 別

県
下

拳銃等の押収丁数

全
国

拳銃等の押収丁数
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  ⑵ 銃器発砲事件の発生状況 

令和３年中、県下で暴力団関係者が関与するとみられる発砲事件が３件  

発生している。 

また、本年６月末現在、暴力団関係者による発砲事件が１件発生してい 

る。 

 

  【銃器発砲事件の発生状況】 

 

 

 

 

 

 

 ３ 関係機関との連携 

薬物及び銃器の密輸・密売事件に対応するため、税関、海上保安庁や近畿  

厚生局麻薬取締部等との情報交換や人事交流、合同による取締りを実施する  

など、連携強化に努めている。 

 

 ４ 広報啓発活動 

⑴ 薬物乱用防止セミナー等の実施 

薬物の有害性・危険性についての正しい  

知識の周知と薬物乱用に対する規範意識の 

向上を図るため、社会人や大学生等を対象 

とした薬物乱用防止セミナー等を実施して 

いる。 

 

  ⑵ 各種広報媒体を活用した啓発活動 

薬物・銃器の根絶や情報の提供を呼びか  

けるため、Facebook や Twitter などの SNS 

をはじめ、テレビ、ラジオなど各種広報媒 

体を活用した啓発活動を推進している。 

 

 

                【薬物銃器対策課 Twitter】 

  

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

2 1 4 3 3 2 1 -1
1 0 3 0 0 0 0 ±0
0 0 1 2 1 0 0 ±0

22 8 13 17 10
3 2 4 4 1
5 1 8 5 4

全
国

発 生 件 数
死 者 数
傷 者 数

（件・人）

区分 ＼ 年別

県
下

発 生 件 数
死 者 数
傷 者 数
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第４ 来日外国人犯罪対策  

今後、中長期的に我が国に在留する外国人の増加が予想される中、国際犯 

罪組織の多様化や犯罪の世界的な展開による日本への浸透が見受けられ、  

治安に及ぼす影響が懸念される。 

これらの犯罪の背景には、偽装結婚などの身分偽装や偽造された身分証 

明書、他人名義の携帯電話や銀行口座などの「犯罪インフラ」を利用してい  

る状況に加え、外国人コミュニティに対する犯罪組織等の浸透がうかがえ  

る。 

この様な情勢に的確に対応するため、県警察では、令和３年３月、組織犯 

罪対策局国際捜査課を発足させ、 

○ 国際犯罪組織の実態解明と取締りの強化  

○ 外国人総合対策の推進 

○ 不法滞在者に対する取締りの強化 

を柱とした来日外国人犯罪対策を推進している。  

 

 １ 来日外国人犯罪の検挙状況 

【検挙件数・人員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑴ 包括罪種別検挙状況 

来日外国人による刑法犯の包括罪種別検挙状況は、窃盗犯が最も高い割 

合を占めている。 

  

（件・人）

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

件 数 543 629 472 742 641 341 197 -144
人 員 291 340 363 400 411 186 163 -23
件 数 412 478 270 502 442 241 141 -100
人 員 183 210 188 207 234 105 114 +9
件 数 131 151 202 240 199 100 56 -44
人 員 108 130 175 193 177 81 49 -32

件 数 17,006 16,235 17,260 17,865 15,893 7,917 7,060 -857
人 員 10,828 11,082 11,655 11,756 10,677 5,189 4,375 -814
件 数 11,012 9,573 9,148 9,512 9,105 4,492 4,252 -240
人 員 6,113 5,844 5,563 5,634 5,573 2,629 2,283 -346
件 数 5,994 6,662 8,112 8,353 6,788 3,425 2,808 -617
人 員 4,715 5,238 6,092 6,122 5,104 2,560 2,092 -468

刑 法 犯

特別法犯

区 分 ＼ 年 別

県
 
 
下

総 検 挙

刑 法 犯

特別法犯

全
 
 
国

総 検 挙
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  【包括罪種別検挙状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑵ 国籍別検挙状況 

来日外国人犯罪(刑法犯・特別法犯)の国籍別検挙状況をみると、令和３ 

年中、検挙件数・人員ともにベトナムが最も多く、本年６月末においても 

同様の傾向が続いている。 

 

【国籍別検挙状況(県下)】
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前年同期比

件 数 -100

人 員 +9

件 数 268 (65.0%) 330 (69.0%) 167 (61.9%) 357 (71.1%) 280 (63.3%) 158 (65.6%) 67 (47.5%) -91

人 員 85 (46.4%) 98 (46.7%) 100 (53.2%) 98 (47.3%) 98 (41.9%) 47 (44.8%) 41 (36.0%) -6

件 数 4 (1.0%) 9 (1.9%) 3 (1.1%) 2 (0.4%) 6 (1.4%) 3 (1.2%) 0 (0.0%) -3

人 員 3 (1.6%) 9 (4.3%) 3 (1.6%) 3 (1.4%) 9 (3.8%) 2 (1.9%) 0 (0.0%) -2

件 数 45 (10.9%) 45 (9.4%) 46 (17.0%) 48 (9.6%) 46 (10.4%) 20 (8.3%) 22 (15.6%) +2

人 員 46 (25.1%) 43 (20.5%) 47 (25.0%) 48 (23.2%) 61 (26.1%) 27 (25.7%) 26 (22.8%) -1

件 数 9 (2.2%) 41 (8.6%) 12 (4.4%) 40 (8.0%) 58 (13.1%) 34 (14.1%) 25 (17.7%) -9

人 員 10 (5.5%) 22 (10.5%) 8 (4.3%) 20 (9.7%) 23 (9.8%) 11 (10.5%) 24 (21.1%) +13

件 数 4 (1.0%) 5 (1.0%) 7 (2.6%) 8 (1.6%) 9 (2.0%) 3 (1.2%) 2 (1.4%) -1

人 員 4 (2.2%) 5 (2.4%) 5 (2.7%) 5 (2.4%) 15 (6.4%) 9 (8.6%) 2 (1.8%) -7

件 数 82 (19.9%) 48 (10.0%) 35 (13.0%) 47 (9.4%) 43 (9.7%) 23 (9.5%) 25 (17.7%) +2

人 員 35 (19.1%) 33 (15.7%) 25 (13.3%) 33 (15.9%) 28 (12.0%) 9 (8.6%) 21 (18.4%) +12

令3

442

188

※　包括罪種とは刑法犯を凶悪犯、粗暴犯、窃盗犯、知能犯、風俗犯及びその他の刑法犯の６種
  に分類したものをいう。

区 分 ＼ 年 別

窃盗犯 (構成比)

凶悪犯 (構成比 )

粗暴犯 (構成比 )

知能犯 (構成 比 )

風俗犯 (構成比 )

その他 (構成比)

241 141

183

令4.6末 令2

234

（件・人）

207 105 114
刑 法 犯 検 挙

412 478 270 502

平29 平30 令3.6末 令元

210

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

件 数 543 629 472 742 641 341 197 -144
人 員 291 340 363 400 411 186 163 -23
件 数 195 243 231 261 370 186 91 -95
人 員 131 150 193 195 252 110 94 -16
件 数 159 95 105 229 191 114 52 -62

人 員 65 71 78 89 81 35 24 -11
件 数 22 23 55 129 17 10 10 ±0
人 員 21 17 22 22 17 9 9 ±0
件 数 3 6 7 7 12 7 7 ±0
人 員 4 6 6 7 15 9 8 -1

件 数 7 10 9 3 6 5 2 -3
人 員 8 6 4 3 3 2 2 ±0
件 数 10 12 4 10 5 2 5 +3
人 員 8 12 3 5 5 2 4 +2
件 数 147 240 61 103 40 17 30 +13
人 員 54 78 57 79 38 19 22 +3

（件・人）

ネ パ ー ル

そ の 他

ア メ リ カ

フィリピン

区 分 ＼ 年 別

総 数

ベ ト ナ ム

中 国

韓 国
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  【主な検挙事例】 

  ○ ベトナム人による偽造在留カード 

使用の携帯電話等不正契約事件 

（令和４年１月検挙、国際捜査課・ 

葺合署等） 

 

 

  ○ ベトナム人による営利目的の麻薬（ケタミン）密輸入事件 

   （令和４年６月検挙、国際捜査課・東灘署・兵庫署・神戸税関） 

  ○ ベトナム人夫婦による新型コロナウィルス感染症拡大防止協力金の不

正受給事件  

（令和４年６月検挙、国際捜査課・長田署） 

        

 ２ 外国人総合対策の推進 

  ⑴ 在留外国人の安全確保に向けた対策の推進  

外国人労働者の受入れ拡大等に伴い、在留外国人  

が多く集まる地域、在留外国人が多く所属する企業  

及び学校などの外国人コミュニティの増加が見られ  

る。 

県警察では、外国人コミュニティに対する防犯・  

交通安全教室の開催、外国語による防犯チラシの配 

付等を行うとともに、違法行為を認知した場合は厳  

正な取締りを実施するなど、在留外国人に係る犯罪  

被害の防止や外国人コミュニティへの犯罪組織等の  

浸透防止に取り組んでいる。 

 

  ⑵ 犯罪インフラ事犯の取締り強化等 

犯罪インフラ事犯の例として、不法滞在者が利用する「偽造在留カード 

等」の製造・所持、就労資格のない者をブローカーの介在等により雇用す  

る「不法就労助長」などが挙げられる。 

県警察では、犯罪インフラ事犯の検挙に努めるとともに、関係機関と緊 

密に連携して犯罪インフラの解明・解体に向けた総合的な対策を推進し 

ている。 

  

【押収証拠品】 

【ベトナム語防犯チラシ】 
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  ⑶ 不法滞在者対策 

   ア 検挙対策の強化 

不法滞在者は、偽造身分証を利用し正規滞在を装うなど、その手口が 

巧妙化しているほか、一部の者は集団で窃盗を敢行するなど犯罪組織を  

形成している状況もうかがえることから、関係部門･関係機関と連携し  

た取締りを推進している。 

 

   イ 来日外国人に係る入管法違反検挙人員の状況  

    (ｱ) 違反態様別 

  【来日外国人に係る入管法違反検挙人員・違反態様別 (県下)】 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｲ) 国籍別 

  【来日外国人に係る入管法違反検挙人員・国籍別(県下)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 広報啓発活動  

各種事件の検挙広報を通じ、公的機関や事業者が提供する各種サービス等 

が犯罪に悪用されている現状等について周知を図るほか、同種犯罪による被 

害拡大の抑止に努めている。 

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比区 分 ＼ 年 別

不 法 残 留

不 法 在 留

不 法 入 国

そ の 他

合 計 55 80 110

26 30 28

0 0 0

1 0 0

28 50 82

125 91 49 18 -31

15 6 9 +318

0 0 0 0 ±0

0 0 0 ±00

107 76 43 9 -34

（人）

平29 平30 令元 令２ 令３ 令３.６末 令４.６末 前年同期比

24 54 83 91 76 39 17 -22

11 16 13 12 10 8 1 -7

2 4 3 1 0 0 0 ±0

1 6 0 0 0 0 0 ±0

17 0 11 21 5 2 0 -2

55 80 110 125 91 49 18 -31

そ の 他

合 計

（人）

ベ ト ナ ム

中 国

韓 国

フ ィ リ ピ ン

区 分 ＼ 年 別


